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第5回技術報告会梗概集 技術委員会（免震設計・応答制御・免震部材・施工・防耐火部会等）の
2006年～2008年の活動報告書 【A4版・174頁】

￥2,000

￥2,500
2009年4月

免震部材の接合部・取付け
躯体の設計指針

免震部材の接合部や取付け躯体の設計をする際のガイドライン
【A4版・48頁】

￥1,000

￥1,500
2009年7月
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会誌「MENSHIN」
免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の性能、
免震関連技術等

【A4版・約90頁】

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2009－

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの（CD-ROM付き）

【A4版・760頁】

￥3,500

￥4,000

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2007－

免震層・免震部材を中心とした通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のための点検
要領などを定めた協会の基準
（ユーザーズマニュアル付） 【A4版・19頁】

￥500

￥1,000

設計・施工に役立つ問題事例
と推奨事例ー点検業務から
見た免震建物ー

免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計
画、免震部材、維持管理について解説。 【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データを
集積し調査結果をまとめたもの

【A4版・46頁】
￥1,500

年4回発行
2月､5月､
8月､11月

2009年11月

2007年8月

2007年8月

社会環境部会活動報告書
（免震建物と地震リスク、環境問
題、地震防災）

最近の免震構造を巡るトピックスとして、免震建物と地震リスク、環境問題、地震防災に
おける免震建物の有効性の3テーマを取り上げた活動報告書。

【A4版・101頁】

¥2,000

¥2,500
2007年12月

2003年8月

パッシブ制振構造設計・
施工マニュアル
≪第2版　第2刷≫－2005－

わが国で唯一のパッシブ制振構造専門の設計・施工マニュアル　摩擦ダンパーも加わり第
1版をさらに分かり易く改訂

【A4版・515頁】
￥5,0002007年7月

免震部材JSSI規格
－2000－

免震部材に関する協会規格　アイソレータ及びダンパーに関する規格集
【A4版・130頁】

￥1,500

￥3,000
2000年6月

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・175頁】

￥2,000

￥2,500
2005年11月

免震建築物のための
設計用入力地震動
作成ガイドライン

主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとす
る際の指標となるもの

【A4版・100頁】

￥1,000

￥1,500
2005年11月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

【A4版・225頁】

￥2,000

￥2,500
2005年11月

免震建物の建築・設備標準
－2009－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
【A4版・87頁】

￥1,000

￥1,500
2009年12月

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット 【A4版・3ツ折】

100部まで無料
（100部以上
ご相談）

2005年8月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【日本語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD 約9分】

￥2,000
￥2,500

※Academy
￥1,500

2005年8月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

【ナレーション・字幕/英語】
免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの

【DVD 約9分】

￥1,500
￥2,000

※Academy
￥1,000

2006年11月
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地震から建物を守る免震
【和文、英文版】

考え方・進め方免震建築

免震構造施工標準
－2009－

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説

【日本建築センター】

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震
住宅） 【日本建築センター】

耐震改修ガイドライン
【日本建築防災協会】

RESPONSE CONTROL AND
SEISMIC ISOLATION OF
BUILDINGS 【Taylor＆Franis】

免震建築の普及のため一般向けに免震構造を説明したカラーパンフレット
【A5版・6頁】 2009年9月

50部まで無料
（50部以上
1部￥100）
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¥2,940

¥2,100

¥2,500
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¥4,000

¥3,550

¥4,100

¥3,800

¥4,500

¥5,500

非売

2005年5月

2009年8月

2001年5月*1

2006年2月*1

2006年6月*2

2006年12月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Q＆A方式で、免震建築全般にわたり、免震の基本から計画・設計・施工・維持管理など
幅広く解説 【A5版・200頁】

免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの
【A4版・110頁】

「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示
第2009号））」に関する解説書

【A4版・216頁】

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

既存の主としてRC造建築の免震構法・制震構法を用いて耐震改修する際の手引書
【A4版・129頁】

各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹介、免震建物の地震応答観測結果、装置の
紹介、各国の設計例データシートなどが示されている。（英語版）

【B5版・397頁】

*1 協会の販売は2006年5月～　　　*2 協会の販売は2006年10月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
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フジ総合企画設計 片山和夫
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春元英典 野瀬智也
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久米設計 千馬一哉
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大成建設 小山 実
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「免震部材認定ー 100  」東京ファブリック工業㈱式

高面圧低摩擦弾性すべり支承（HML-C型） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 17
「免震部材認定ー 101  」東京ファブリック工業㈱式
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特別寄稿 2009年駿河湾の地震における浜岡原子力発電所内の免震構造物の
観測記録とその分析 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 21
中部電力 古川　茂 久野通也 島本　龍
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高減衰ゴム系積層ゴム支承の水平2方向加力時における
限界性能に関する新たな知見について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 26
技術委員会免震部材部会
水平2方向加力時の免震部材の特性と検証法WG・高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG

記念事業委員会－16 三菱一号館 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30
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－各種ダンパーのエネルギー吸収性能評価の現状と課題－‥‥‥‥‥‥‥ 39
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委員会報告 入力地震動小委員会　視察会（根尾谷断層、京都大学防災研究所、奥村記念館） ‥‥‥‥ 54
技術委員会　入力地震動小委員会　委員 鴻池組 井川　望
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1巻頭言

巻 頭 言

兵庫県南部地震の折り、初めて携帯電話の恩恵に

あずかった。朝、大阪を船出して夕刻戻るまでの間、

たまにしか回線が繋がらないものの、寒さの中での

活動を少なからず支えてくれたように思う。その後、

小型の羊羹のようなものを個人用として持ち初め、

現在は4台目の「高機能薄型」を使用している。機

種変更の度に新しい「マニュアル」に悩まされては

いるが、最小限のところだけ理解して何とか使用し

ている。時々解らないことがあり参照するが、概ね

「正解」は見つからず、使いこなせないものと諦め

ている。

より豊かな生活を目指し、様々な技術が実用化さ

れ、身の回りに溢れている。中でも、計算機関連の

技術革新とそれに伴う計算技術の進歩には著しいも

のがあり、必要な計算処理が容易にできるようにな

り、それらに基づいて迅速かつ「合理的」な意志決

定がなされているかのようにも見える。

計算機のない時代、構造設計業務は甚だしく退屈

な手計算の繰り返しによって、建築物を構成する構

造骨組みの諸元を定めていくという苦難の仕事であ

った。その反面、個々の計算プロセスを設計者自身

が確かめながら進めるという作業を通して、技術者

は種々の場面で必要となる判断根拠ともいうべき実

感と経験を確実に身につけていった。

現在はというと、「一貫ソフト」なる構造計算プ

ログラムが普及し、マニュアルに示された「使い方」

さえ理解できれば、誰でもそれらしい構造設計がで

きるようになってしまった。それにより技術者は退

屈な作業から開放されることとなったが、その結果

得られたものは何だったのだろうか。

一方では、耐震偽装といったショッキングな事件

が発生し、これまでの技術革新を水泡と化すような

社会問題となっている。これら一連の流れを鑑みる

と、技術の改良とか法規制の整備などでは対応しき

れない何か大きな問題が見えてくるように思える。

構造技術者の役割

小林　淳秋田県立大学　教授

自然科学は客観的な事実観察とそれに対する考察

の積み重ねに基づいて発展するが、それだけでは

実社会への十分な対応とは言えず、技術者自身が

社会科学的な側面まで踏み込んで考えなければな

らない時代的背景に直面しているように感じる。

耐震偽装事件の結果、構造計算適合性判定制度

が設けられたわけであるが、一連の建築生産のペ

ースを鈍化させるという二次的弊害も生じるなど、

建築生産の現場に新たな問題を引き起こすことも

懸念されている。社会から要求されていたのは、

より速く正確に、そして最終的には安全な構造物

の形を描くことである。したがって、一貫ソフト

は、構造に関わる基礎知識を身につけ、自然の理

にかなった設計理論を理解している人間には便利

な道具である。しかしながら、必要とされる知識

を身につけていない人間でも何らかの手順を踏め

ばそれなりの結果が出てくることになり、その過

程の妥当性を本人はもちろんのこと、豊富な経験

を有する第三者が確認することすら難しくなって

いるのも事実である。ここに、本来とは違った形

の構造設計がなされるようになったのではないか

という疑問が生じる。耐震偽装問題は技術革新と

社会的要求の間に生じた「ひずみ」であろう。あ

る意味では、法制が技術革新に追いつけず、社会

的要求に応えられなくなっていたのかも知れない

し、技術者倫理の欠落という大きな落とし穴があ

ったことも見逃せない。

技術・工学のよりどころとなる自然科学に偽り

はない。近代科学で用いられている原理・法則は

普遍的な真実を説明するのに重要で、教室の中で

は、それを用いる人によらず同じ結論を与える。

実生活面でそれらを利用しようとすると、一般化

とか簡略化の必要性が生じ、唯一の真実とはやや

異なる実用的な解が導き出される。工学は実用性

を重視するので厳密な意味では近似解を用いてい
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ることになる。

同時に、工学では経済性が大きな意味を持つ。も

のを作るためには費用が必要で、使う側の予算と整

合しなければ成果品とはならない。そこにまた、あ

る意味での「簡略化」が生じる。時には「妥協」と

いわれるレベルまで後退しなければならないことも

ある。ところで、経済性とは何かを考えると、分野

によって大きく異なる要因がある。旅行の費用であ

れば、所要時間と運賃の比較がベースになり、さら

には安全性・快適性とか、移動中に窓から眺める景

観というような要素の比較を行い、最も適切なもの

が「経済的なもの」と判断されるであろう。建築物

の場合には、よく言われる機能性、美しさ、経済性

と、さらには安全性が要求される。何を重視し、ど

う判断するかは人それぞれの考え方に依るところが

大きいが、特に安全性という観点では多種多様な判

断が生じてくる。何に対しての安全性を考えるかに

よって、大きな違いがあるからである。

構造技術者は単なる「計算屋」ではなく、「プロ

フェッショナル」である。示された建物諸元に対し

て骨組みの詳細を定めるのは容易な仕事ではない。

一部の風潮として、「一応やりましたから確認して

下さい」という場面が多々ある。チェックされるの

を前提に仕事をするようではプロではない。自分の

仕事に責任と誇りを持つことが忘れ去られている。

建築確認の段階でチェックされるのだから、その後、

指摘された事項を直せばよいという感覚が無いとは

いえない。

前述したように、豊富な経験・実績が無くとも、

一貫ソフトを動かせば結果は出てくる世の中で、プ

ロとアマの差はどのように見分けられ、どのように

評価されているのであろうか。昔から、構造技術者

は単なる計算屋と評価され、近頃は、計算機にデー

タを打ち込むオペレーターのように扱われるように

なった。それで良いのかという疑問が湧いてくる。

構造技術はこの20年、30年で大きな進歩を遂げて

きた。その結果、建築物の耐震安全性に関する法規

制も整備されてきた。しかしながら、現行の耐震設

計技術体系の背景を理解し、それを正しく使える技

術者がどれだけいるのであろうか。手順書に基づい

て計算プロセスを理解し、得られた結果がどのよう

な性能を発揮するものであるかを冷静に判断できる

のが構造技術者である。プロの構造技術者としての

評価を得るためには、法規制のみならずその技術的

背景を理解し、その職能に見合った責任ある仕事を、

誇りをもってこなしていかなければならない。

構造計算適合性判定制度の趣旨は、計算結果が法

規制に照らして、「適」または「否」であることを

判定するものである。過渡的な措置として、指摘事

項に対する設計図書の差し替え・後出しが行われて

いるようであるが、この風潮が今後も続くようであ

れば、また新たな問題が生じてくるのは必然である。

技術が日々進歩していく以上、それを使う技術者に

も新しいものに追い付いていくための努力が要求さ

れている。そのような観点からすれば、構造設計一

級建築士制度の施行も、社会的要求に応えるひとつ

の手段であるといえよう。ある意味では、既得権を

振りかざしていることに警鐘が鳴らされ、新しい技

術への対応が求められていることになる。

技術的なこと以外にも、構造技術者が学ぶべきこ

とは数多くあり、たとえば、構造物の地震被害が社

会に与える影響なども含めて勉強しなければならな

い。兵庫県南部地震の折り、被害建物を背景とした

記念写真を撮る姿を目にしたがそれは論外で、被災

地の苦境を十分に理解した上での調査・資料収集な

どを経験しておく必要があろう。実際の被害を思い

起こせば、構造技術者の責任の重大さは明らかで

ある。

技術は進歩し、社会的要求も変化する。その変化

に応じて、それらの仲立ちをする技術者の守備範囲

も変わっていくはずである。新技術を活用して社会

の要求に応えていくためには技術者自身も努力を怠

ってはならない。新しい道具は便利で効率的にも見

えるが、それらをただ追い求めるのではなく、技術

者本来の使命を果たすための道具として使いこなせ

るようにしておく必要がある。技術の進歩に遅れな

いよう、技術者としての知力のメンテナンスがます

ます重要になってくる。

経済性を忘れて工学・技術は成り立たないが、そ

れを理由に構造技術の本来の目標を見失ってはなら

ない。一般ユーザーには理解されにくい技術の内容

とその前提条件を良く説明し、安易に妥協すること

なく、可能な限り理想に近づける努力が必要である。

構造技術者の不用意な妥協は、人命に関わる過ちと

なりかねないのである。法規制だけに頼らず、技術

者としての信念と誇りを忘れないようにしたい。
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3新年のご挨拶

会員の皆様、新年明けましておめでとうございます。

皆様方にはお健やかな新年をお迎えになられたことを

お慶び申し上げます。

100年に一度と言われる世界的な金融危機による、景

気後退に伴う需要減少等によって我が国の経済は大き

な影響を蒙ったままです。新興国を中心に次第に景気

は回復傾向にあると言われますが、我が国の回復は世

界的に見ても相当遅れているようです。このような中

で昨年は長年続いた自民党政権から民主党への政権交

代がありました。我が国がこれからどのように変わっ

ていくか注目されるところです。世相を現す漢字とし

て、毎年12月12日の「漢字の日」に京都の清水寺で発

表される「今年の漢字」を見ると昨年が「新」、一昨年

が「変」になっていますが、いかに国民が新しいこと、

変化を求めていたかが想像できます。建築界において

もなかなか厳しい状況から脱却できないままです。

一方我が国は大変な地震国であることを忘れてはい

けません。最近では海溝型の巨大地震の発生の危険性

が迫っていることを地震学者は警告しています。特に、

発生の危険度が迫っているといわれている、東南海・

南海地震が発生した場合には家屋倒壊などにより数万

人の死者がでるとの予測があります。地震防災対策、

とりわけ構造物の耐震安全性の向上は急務です。現政

権のマニュフェストに「コンクリートから人へ」とい

う言葉がありますが、内容的には道路、ダム等の公共

事業から社会福祉事業へと言うことであろうと思われ

ます。社会福祉事業の中には広い意味では人間の安全

性確保、快適な生活の提供などが含まれるはずですの

で、建築界も人に優しく環境に優しい安全な建築物、

長寿命建築物等を志向していけば、業界は再び活性化

していく可能性は大いにあるものと期待されます。特

に免震構造は地震に対して非常に有効であることはす

でに過去の地震で証明されていますので、我々として

はその点を強く強調し、人に優しく地震に対して安全

であることを強調しながら免震構造の普及、発展に尽

力して行く必要があります。

幸い会員諸氏のご尽力のおかげで免震構造の発展は

比較的順調です。共同住宅、病院、公共建築等への適

用は着実に増えています。さらに当協会の行っている

免震建物に対する性能評価業務も非常に順調です。そ

の一方でそれを継続するにあたっての構成会員比率の

新年のご挨拶

西川孝夫日本免震構造協会　会長

問題や、法人制度の改革に伴う新法人への移行のため

の手続き等いくつかの困難な課題もあります。現在そ

れらの課題を解決するために企画委員会等で鋭意取り

組んでいますが、今後会員の皆様方にご協力をお願い

する場面もあるかとは思いますが、その際にはぜひ宜

しく御協力の程お願い申し上げます。

さて、当協会は1993年の設立以来2008年で創立15周

年を迎えました。2008～2009年にかけて記念事業を行

いました。見学講演会、日本科学未来館での市民イベ

ント「来て！見て！乗って！免震」等を開催しました。

また、子供絵画コンクール、国際アイデアコンペ、優

秀修士論文賞募集、国際ワークショップなどを開催し、

多くの方々の参加を得て、無事すべての行事を終了し

ました。会員各位のご協力に感謝いたします。これら

の詳細については今春発刊予定の会誌記念号に掲載い

たします。

免震構造の健全な普及にあたって、さらに海溝型の

巨大地震に伴う長周期地震動に対する免震構造物の挙

動の解明、免震建物の耐風設計、ダンパーの多数回の

繰り返しに対する性能の問題、火災に対する免震部材

の性能維持の問題も未解決な面も残っています。当協

会では引き続きそれら技術的問題解決にも鋭意取り組

んでいます。

日本免震構造協会も、建築界の不況にも関わらず、

会員数に殆ど変化はありません。当協会で実施してい

る資格制度、免震部施工管理技術者試験への応募、点

検技術者試験への応募も順調です。資格保有者の方々

には当協会が目的とする健全な免震構造物の普及に貢

献して頂いています。さらに、国際的にも適切な免震

構造の技術の普及に貢献ができればと考えているとこ

ろです。一昨年の四川大地震以降中国においては免震

構造に対する関心は非常に高いようです。また、米国

等でも同様に関心が高まってきているようです。当協

会としてもこれら諸外国の動きと連携していきたいと

思っています。

これらの活動は当協会に参加される会員の皆様の積

極的な御協力、御参画あって実のなるものですので、

本年も皆様の絶大なるご支援とご協力をお願いする次

第です。最後になりましたが、建築界とりわけ免震構

造にかかわるすべての皆様にとって、今年がよい年と

なりますよう祈念いたします。
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1 はじめに
当工事は、仙台市が制定している「都心地域」の

中枢となる工事である。また、本計画は高次な都市

機能の集積を図り、人が交流し、定住する魅力ある

空間の形成を目指す地域に29階建ての超高層免震住

宅を建設するものである。建設地はJR「仙台駅」の

南西500mの仙台市青葉区一番町に位置しており、

建物は分譲および賃貸住宅の供給を中心として、安

全で快適な歩行者オープンスペースを確保するとと

もに、周辺の都市景観と調和した計画としている。

ここでは、上部構造および下部構造の概要、免震

構造概要、また、免震層工事の施工状況について紹

介する。

2 工事概要
工事名称 仙台一番町プロジェクト　住宅棟

工事場所 宮城県仙台市青葉区一番町1-9

施　　主 森トラスト株式会社

監　　修 株式会社松田平田設計

設計・監理 戸田建設株式会社一級建築士事務所

施　　工 戸田建設株式会社　東北支店

用　　途 共同住宅（244戸）

敷地面積 03,099m2

建築面積 01,178m2

延床面積 30,360m2

高　　さ 軒高 99.30m、最高高さ 105.64m

基準階階高 3.35～3.50m

構造規模 地上29階地下1階塔屋1階

免震構造（基礎免震：B1階床下）

構造種別　鉄筋コンクリート造

骨組形式 地上、地下：純ラーメン構造

基　　礎 直接基礎（べた基礎：GL-10.05m）

免震材料 天然ゴム系積層ゴム、弾性すべり支

承、オイルダンパー

工　　期 2008年6月～2010年8月

免 震 建 築 紹 介

仙台一番町プロジェクト住宅棟

清水　隆
戸田建設

千田 啓吾
同

図1 外観パース 写真1 作業所全景（H21.11）
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5免震建築紹介

3 構造概要
3.1 地上階および地下階の構造概要

本建物は、地下1階、地上29階、塔屋1階であり、

軒高99.30m、最高高さ105.64mの共同住宅である。2

階から29階までが住戸階であり、地下階には駐輪場、

設備諸室等、1階にはエントランスホール、ラウン

ジ、駐車場がある。住戸階では、住戸ゾーンがL字型

に配置されており、中央部に階段、エレベーター等

のコアを配置した形態となっている。また、北側に

は乗り入れレベルを1階とした26階までのタワーパー

ク（H=90m）が建物内に組み込まれている。階高は1階

が4.10m、2階以上の基準階が3.35m～3.5mである。図

2に基準階伏図、図3に軸組図および使用材料（コンク

リート、鉄筋）を示す。

本建物は、建設地が東北地方で、近年地震が多発

していることから、耐震安全性と機能性向上のため

に、B1階床下に免震層を設けた免震構造を採用して

いる。X方向、Y方向はともに38.3mの5スパン（平均

7.7mスパン）で北側コーナー部が隅切りとなるL型の

不整形な平面形状となっており、塔上比（建物高さ／

建物幅）は2.5程度である。

地上階および地下階の骨組形式は、鉄筋コンクリ

ート造純ラーメン構造で、柱、梁部材のコンクリー

トには最大でFc60N/mm2、鉄筋は主筋が最大で

SD490、せん断補強筋にはUSD685を採用している。

住戸ゾーンはプレストレスト合成床スラブにより、

柱と大梁で囲まれた8.5m×8.5m程度のグリッド内を

小梁のないフレキシブルな無梁空間としている。ま

た、本建物の工法には、2階以上の柱、大梁および二

次部材の小梁、床、バルコニー等にプレキャスト部

材を用いたTO-HRPC工法（戸田式プレキャスト複合

化工法）を採用している。

3.2 免震構造概要

本建物は、地震が多発するという地域性から耐震

安全性向上の目的で、免震建物としている。免震層

は、天然ゴム系積層ゴム23基と建物の長周期化を目

的として弾性すべり支承5基を採用すると共に、大地

震時の免震層の変位を抑えるためにオイルダンパー

を用いたTO-HIS構法（戸田式免震構法）としている。

TO-HISは、超高層集合住宅や大規模超高層病院、中

高層事務所ビル、ホテルなど様々な用途の建物に多

くの実績がある構法である。減衰機構として弾性す

べり支承の摩擦エネルギー吸収による履歴減衰とオ

イルダンパーによる粘性減衰を組み合わせることで

免震層の変形が過大にならないようにしている。

図3 軸組図および使用材料（柱）

図2 基準階伏図 図4 免震層伏図
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そのため、主軸（135度）方向、主軸直交（45度）方向

および主軸に対して斜め45度方向としてX、Y方向

について静的・動的解析を行っている。

地震応答解析に用いる地震動は、観測波3波と本

敷地の地盤特性を考慮して作成した模擬地震動（以

下、告示波）3波とした。図5に本建築物の地震応答

解析に用いたレベル2地震動の応答スペクトルを示

す。レベル2地震動による変形レベルでの免震材料

の等価剛性を考慮した建物の等価1次固有周期は5.4

秒程度である。

図6にレベル2地震動による最大応答層間変形角を

示す。最大応答値は、1/250程度（免震材料の特性変

動考慮）であり、層間変形角の目標値1/200を十分満

足している。また、免震層の最大変位は38cmであり、

免震層のクリアランス60cm以内を満足している。

耐風設計においては、再現期間50年と500年の2つ

のレベルの風荷重を想定し、上部構造部材は短期許

容応力度以内、免震層は残留変形を残さない（弾性

すべり支承がすべり出さない）設計としている。
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また、不整形な平面形状で、高さが100mという

条件の下、免震材料をバランスよく配置して、耐震

性を確保している。図4に免震層伏図を示す。

要求性能を満足させるため、免震材料の組合わせ

や免震層の特性の設定は下記の方針に基づいてい

る。

1）免震層の特性は、応答解析結果に基づき、免震

周期を5秒程度に設定し、天然ゴム系積層ゴム

の材料は比較的低弾性のG=0.39N/mm2を採用し、

弾性すべり支承を組み合わせる。弾性すべり支

承の動摩擦係数は0.094程度で摩擦係数が安定し

ているものを選定する。

2）レベル1およびレベル2の地震動による免震材料

の応答水平変形が安定変形および性能保証変形

以内に収まるようにし、この時積層ゴムに有害

な引抜きが生じないようにする。

3）座屈に対する安定性を考慮し、天然ゴム系積層

ゴムの2次形状係数は5前後のものを選定する。

4）ねじれ応答が大きくならないよう、天然ゴム系

積層ゴム、弾性すべり支承およびオイルダンパ

ーの剛心が各変形レベルにおいて建物重心に対

して偏心しないように設定する。

5）免震材料に弾性すべり支承を用いているため、

極めて稀に起こる風荷重（再現期間500年）に対

して弾性すべり支承がすべり出さないように天

然ゴム系積層ゴムとの組み合わせを設定する。

3.3 構造設計概要

3.3.1 上部構造

本建物における免震層を含んだ時刻歴応答解析に

よる設計は、下記による。

耐震設計は、本敷地において「稀に発生する地震

動（以下、レベル1の地震動）」、「極めて稀に発生する

地震動（以下、レベル2の地震動）」の2つの強さの地

震動を想定して行った。耐震設計の目標は、レベル

1の地震動およびレベル2の地震動に対して、柱・梁

部材の状態は軽微なひび割れは許容するが、短期許

容応力度以内であることを確認する。上部構造およ

び免震材料の耐震性能の目標値を表1に示す。また、

耐震設計の検討方針は静的な地震力により設計され

た骨組の耐震安全性を地震応答解析により確認する

ものとした。静的な設計および地震応答解析は建物

の平面形状がL型と不整形なため、すべて立体モデル

により、解析および詳細検討を行った。

本建物の主軸方向は、平面形態の関係上、135度

方向であり（図2）、主軸直交が45度方向となっている。

10

10

100

1000

入力地震動（レベル2）h=5%
DISPLACEMENT (cm)

A
C
C
E
LE
R
A
T
IO
N
 (
ga
l)

100
1000 10

00

10
0

10

V
E
LO
C
IT
Y
 (
cm
/s
)

周期（秒）
0.10.1 1.01.0 10.010.0

タフト
位相EL
位相HA

エルセントロ
八戸
位相JMA

図5 入力地震動の応答スペクトル

50cm/s（観測波）

1/200以下

性能保証変形量以内
（ゴム層厚の300%以内）
かつ、クリアランス以下

25cm/s（観測波）

1/300以下

安定保証変形量以内
（ゴム層厚の200%以内）
かつ、クリアランス以下

短期許容応力度以内

レベル 1
（稀に起こる地震動）

レベル 2
（極めて稀に起こる地震動）

最大速度

部材の状態

最大応答
層間変形角

水平変形

地震動レベル

入力

上部
構造

免震
材料

表1 耐震性能の目標値
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3.3.2 下部構造

本建物の基礎は、GL-6m付近から出土する新第三

期の強固な砂岩、凝灰質砂岩、シルト岩からなる竜

の口層を支持層とする直接基礎（べた基礎）としてい

る。地盤の許容支持力としては、長期で1000kN/m2、

短期で2000kN/m2を採用している。

基礎の下端はGL-10.5mで、超高層建物の基部と

して十分な剛性と耐力を確保できるように、梁せい

2.8m程度の基礎梁および基礎小梁を格子状に配置

し、厚さ1.2m程度の耐圧版と一体化した剛強な構造

としている。また、超高層部分からの荷重を地盤へ

スムーズに伝達し、免震層からの付加応力に十分耐

えうる構造としている。

4 施工状況
基礎躯体の施工においては、マスコンクリートに

よる温度ひび割れ抑制のため、H=2800の基礎梁を4

層に分けたコンクリート打設を行った。その際に免

震装置のアンカーボルトと一体の下部ベースプレー

トを先行設置する必要があった。

超高層建築物における免震装置には地震時に引張

力が生じる可能性がある。アンカーボルトの長さは

免震装置の面圧が限界引張強度に達する際の引張力

を想定して設定しており、基礎梁主筋下部へと定着

されるため、基礎梁主筋位置を考慮したアンカーボ

ルトの配置検討を行った。

免震層下部ベースプレートおよびアンカーボルト

の固定方法の検討を行い、仮設のアンカーフレーム

の設置により、アンカーボルト位置の精度を保持し

ながら基礎梁の施工を行った。

写真2にアンカーフレーム設置状況、写真3に天然

ゴム系積層ゴムの設置状況を示す。

基礎躯体施工後、ベースプレート下部コンクリー

ト充填、免震装置の設置、地下1階柱の順に施工を

行った。

ベースプレート下部コンクリートについては、事

前に充填実験を実施し、ベースプレート下の充填性

の確認を行った。充填実験におけるコンクリートの

充填率は99.75%（気泡0.25%）であった。

5 おわりに
本建物は現在上棟し、建物完成に向け仕上げ工事

を行っている。平成22年8月には隣地に建設中のホ

テル・業務棟とともに仙台市のライフスタイル・ビ

ジネススタイル・トレンドを発信していく拠点の一

つとなる予定である。

7免震建築紹介

図6 最大応答層間変形角

基礎梁配筋中

基礎梁配筋後

写真2 アンカーフレーム設置状況

写真3 天然ゴム系積層ゴム設置状況
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1 はじめに
本建物1）は、フッ素ポリマーの応用製品を生産す

る施設で、稼働中の工場建物と同規模の工場建物を

隣接位置に増築する計画である。既存建物及び増築

建物とも、地震時の建物全体の安全性確保と機能維

持を目的として免震構造を採用した基礎免震建物で

ある。構造的特徴として、併用基礎を採用している。

今回の増築建物と旧38条の認定を受けた既存建物2）

は、基礎も含めて構造的には独立した建物であるが、

各階2箇所のExp.J渡り廊下で繋がっており、一の建

築物である。

性能評価機関の性能評価委員会において、既存建

物への現行法の遡及適用に関しても、国土交通省へ

幾度か問合せをいただいた結果、旧38条認定取得建

物であることの提示、および既認定の評価時に審査

されていない告示波による検証を補足し、既存建物

と増築建物をあわせて評価が行われた。

2 建物概要
建 設 地：茨城県笠間市

設計監理：株式会社フジ総合企画設計（建築）

株式会社エス・エー・アイ構造

設計事務所（構造）

施 工 者：清水建設株式会社

用　　途：工場

階　　数：地上7階

建物高さ：32.7m

構造種別：鉄筋コンクリート造

構造形式：純ラーメン構造（基礎免震）

免震部材：高減衰積層ゴム支承、オイルダンパー

基礎形式：直接基礎（一部深礎杭）

免 震 建 築 紹 介

株式会社潤工社KOC  第2期工事

図2 建物断面図（全体）

図3 基準階伏図（増築建物）

図1 建物外観パース（手前が増築建物）

片山 和夫
フジ総合企画設計

高山 清孝
エス・エー・アイ構造設計事務所

上野 敏範
同

木本幸一郎
同

春元 英典
同

野瀬 智也
同
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3 地盤及び基礎概要
本計画地は、支持層が傾斜した不整形地盤である。

支持層傾斜の概要を示す地層断面図（西-東方向）を

図4に示す。この図のように、建物の中央から東側

の地盤は、基礎底レベルにて支持層となる硬質地盤

（Vs = 1000m/sec.）である一方、旧谷部で支持層が窪

んだ建物の西側は、盛土地盤（Vs=130～300m/sec.）

であり、支持層深度は建物西側端部でGL-15m付近

である。

これより、本計画の基礎形式は、支持層の浅い建

物中央から東側を直接基礎、支持層の深い建物西側

を杭基礎（深礎杭）とする併用基礎とした（図5）。ま

た、直接基礎部と杭基礎部を一体化するために剛性

と耐力を高めたマットスラブ基礎としている。基礎

の設計においては、地震時のねじれによる応力割増

を考慮している。

4 免震設計概要
免震部材は、1階の床下と基礎の間に高減衰積層ゴ

ム支承を計60基と、オイルダンパーを6基とを組み合

わせて配置している（図5）。高減衰ゴム支承はブリヂ

ストン製、HL-X6シリーズを平均面圧12N/mm2で用

い、オイルダンパーは、最大減衰力Fmax = 1000kN、

降伏速度Vy=32cm/sの非線形タイプで、不整形地盤

による地震時のねじれ振動の影響が懸念される建物

短辺方向に4基、長辺方向に2基を平面外周近くに配

置した。免震部材については、製造バラツキ・経年

変化・温度変化による性能変動を考慮した。

既存建物、増築建物の免震層変位最大値を40cm

と設定し、渡り廊下のExp.J可動範囲を80cm、増築

建物の免震層クリアランスは、50cmとした。

5 設計方針及び地震応答解析
表1に耐震性能目標を示す。上部構造の設計用地

震力は、極めて稀に発生する地震動時の応答値をほ

ぼ包絡するCB=0.10, Ai分布とし、許容応力度設計

を行った。

設計用入力地震動は、表2に示す観測波3波、告示

波3波（建物西側の支持層深度が深い部分の地盤特性

を考慮して作成）の計6波とした。

告示波はJSSIの指針3）に従って工学的基盤の時刻

歴加速度を作成し、SHAKEにより入力加速度時刻

歴を求めた。

基本振動系モデルは、8質点等価せん断型モデル、

上部構造の復元力特性はTri-linear型（履歴特性を剛性

逓減型）、免震層の復元力特性は、高減衰積層ゴム

9免震建築紹介

図5 免震部材配置図（基礎形式図）

図4 地層断面図（西-東：a-a’断面）

弾性限耐力以下
1/200以下

性能保証変形以内
δ=400mm
250%以内

材料強度の90%以下
1N/mm2以内

短期許容応力度以下

短期許容応力度以下
1/400以下

安定変形以内
δ=320mm
200%以内
30N/mm2以内
生じさせない

短期許容応力度以下

Exp.J位置において、ねじれ増分を加味して、
変位400mm以内

稀に
発生する地震動時

極めて稀に
発生する地震動時

耐力
層間変形角

応答変位

変形
せん断歪

面圧
引張応力

耐力

項目

上部
構造

免震
部材

基礎
構造

表1 耐震性能目標

77.0

78.8

67.8

255
248
167

最大
加速度
（cm/s2）

最大
速度

（cm/s）

最大
加速度
（cm/s2）

最大
速度

（cm/s）

解析
時間
（秒）

11.3

14.1

12.1

25.0
25.0
25.0

385

394

339

511
497
334

56.7

70.5

60.6

50.0
50.0
50.0

119

120

120

53
54
51

稀に
発生する地震動

極めて稀に
発生する地震動

KOKUJI-H
HACHINOHE1968NS位相

KOKUJI-K
JMA KOBE1995NS位相

KOKUJI-R
乱数位相

EL CENTRO 1940 NS
TAFT 1952 EW

HACHINOHE 1968 NS

地震動

告
示
波

観
測
波

表2 設計用入力地震動
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を修正Bi-linear型、オイルダンパーを、減衰力と速

度関係がBi-linear型のダッシュポットとした。減衰

定数は、免震層固定時1次固有振動数に対して上部

構造2%、免震部材0%とし、瞬間剛性比例型とした。

図6に、極めて稀に発生する地震動時の応答結果

の代表例を示す。全ての検討ケースにおいて表1に

示す耐震性能目標を満足している。

6 地盤FEM－基礎－建物連成解析1）

不整形地盤による地震時のねじれ振動をより詳細

に検討するために、地盤FEM－基礎－建物連成解析

を行った。

（1）解析モデル

検討方向をX方向とし、各部を表3にモデル化す

る。地盤は等断面がX方向に連続すると仮定し、建

物幅を切り出したモデルである。上部建物は各階に

剛床を導入する。系の自由度は、X並進およびRZ

（鉛直軸まわり回転）の2自由度とする。（図7）。

入力地震動は極めて稀に発生する地震・KOKUJI-

K（開放的工学基盤）・継続時間60秒をモデル底部に

与えた。

（2）地震応答解析結果

本解析のモデルと5章の質点系せん断モデルの最

大応答値を比較し、2次モードの影響と見られる差

異が認められるものの、両モデルの結果はほぼ対応

していることを確認した。免震層端部の変位増分

（表4）は、連成を考慮すると若干、増加するが、そ

の値自体は非常に小さい。

図8に最大変位分布図を示す。免震層のみで大き

く変形をしている。地盤については盛土地盤部の変

形が大きくなっている。図9に地盤の最大ひずみ分

布図を示す。基礎構造により盛土地盤部が拘束され、

基礎下の盛土地盤部の変形は小さい。基礎から離れ

た盛土地盤部の最大せん断歪みは0.6%であった。
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モデル化

3次元ソリッド要素
硬質地盤は線形、盛土地盤は非線形

梁要素、線形

板要素、線形

線材バネ・固定バイリニア
6台をまとめて各Y通りに配置
ダッシュポット、線形

2台をまとめて、Y1,Y8に配置

偏心考慮のバネ･マスモデル、線形

部位

地盤

杭

マットスラブ

高減衰
積層ゴム支承
オイル
ダンパー

上部建物

表3 地盤-基礎-建物連成解析各部のモデル化

図6 地震応答解析結果

図７（a） モデル図（全景）
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（3）「基礎脆弱モデル」

基礎構造による盛土地盤変形の拘束効果を確認す

るため、基礎の断面性能を1/10000とした「基礎脆

弱モデル」について同様に解析を行った。その結果、

基礎脆弱モデルでは、端部変形増分が 1.2cmとなり

（表4、図10）、剛強な基礎構造が盛土地盤変形を拘

束する効果を確認した。

（4）検討結果

不整形地盤に建つ併用基礎の本建物について、地

盤FEM－基礎－免震建物の連成振動解析を行い、地

震時のねじれ振動をより詳細に検討した。

その結果、免震層のねじれに及ぼす影響はわずか

で、特に、剛強な基礎構造によるねじれ振動の抑止

効果が高いこともわかった。

7 まとめ
本件は2009年10月に着工し、現在工事中です。設

計にあたり、多くの皆様からご指導とご助言を頂き

ました。深く御礼申し上げます。今後は、所定の性

能を有する高品質の建物となるよう、工事監理に取

り組む所存です。

＜参考文献＞

1）野瀬、木本ほか「直接基礎と深礎杭とを併用した免震建物の構造設

計（その1、2）」日本建築学会大会学術講演梗概集、2009年

2）日本建築センター「ビルディングレター、1999.09、BCJ-免586」

3）日本免震構造協会「免震建築物のための設計用入力

地震動作成ガイドライン」2005年11月

11免震建築紹介

杭

剛床 

高減衰積層ゴム
オイルダンパー

盛土地盤

硬質地盤

マットスラブ

免震層震

上部構造

高減衰積層ゴム

図７（b） モデル図（立面、拡大）

上部構造

免震層震

図8 最大変位分布図

マッマットスラトスラブ
図9 地盤の最大ひずみ分布図

図10 基礎脆弱モデルの最大応答変位分布図

端部変形増分 (cm)

3.4× 10
-4

4.0× 10
-4

1.2

モデル

上部構造のみ（免震層直下入力）

地盤FEM-基礎 -建物連成系

基礎脆弱モデル

表４　ねじれによる免震層端部の変位増分
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3 免震改修に至るまで
会津中央病院は、一敷地の中に、延べ約42,600㎡

からなる面積の建設年の異なる複数棟で構成されて

いる。病院全体の増改築計画については、「全体計

画認定制度」を適用して、段階的に既存部を改修す

る方針である。この全体計画認定については、

NIKKEI ARCHITECTUREの2009年3月9日号に詳し

く述べられている。2005年の法改正後の大規模な全

体計画認定制度の適用については、福島県で始めて

のケースであり、折衝に大変な労力と時間を要した

と、栴工房の渡部氏と織本構造設計の村岡氏よりコ

メントがあった。

会津中央病院を構成する一棟である新館は、竣工

後28年を経過しており、旧耐震基準（第二世代）に

て設計された建物である。改修設計に先立って行わ

れた本建物の耐震診断において、耐震性に「疑問有

り」と判定され、以下のような改修の提案を行って

いる。

①耐震壁、耐震ブレ－スによる耐震補強

②制振ブレ－スなどによる制振補強

③地下1階柱頭に免震部材を設置する、居ながらに

しての免震補強

上記①、②の方法は、施工期間（施工が長期に渡

1 はじめに
今回の免震建築訪問は、福島県の会津中央病院で

す。建物は、JR会津若松駅の北東に約5kmの位置、

国道49号線に面したところにあります。お訪ねした

時期は2009年11月の中旬で、東北新幹線の郡山駅か

ら会津若松へ向かう磐越西線の車窓からは、磐梯山

裾野の紅葉を愛でることができました。建物の特徴

は、新館での居ながらでの免震改修工事であること、

隣りあう免震構造の新新館と各階で可動変形

1,200mmのエキスパンション・ジョイントで接続さ

れていることです。

現地では、設計者である織本構造設計の村岡様、

羽深隆雄・栴工房設計事務所の渡部様、作業所長の

大成建設の管野様、工事課長の町田様に建物の案内

とご説明をいただきました。

2 建物概要
建物名称：会津中央病院新館

所 在 地：福島県会津若松市鶴賀町1番1号

敷地面積：42,846.16m2

建築面積：03,652.87m2

延べ面積：09,065.84m2

構　　造：鉄骨鉄筋コンクリート造（一部RC造）

階　　数：地下1階、地上8階

発 注 者：（財）温知会　会津中央病院

意匠設計：羽深隆雄・栴工房設計事務所

構造設計：織本構造設計

設備設計：エフ・デイ・エス

施 工 者：大成建設東北支店

工事手法：地下1階柱頭での免震改修

当初施工：1981年

設計期間：2005年10月～2008年7月

施工期間：2009年5月～2010年1月末予定

齋藤　一
鹿島建設

小山　実
大成建設

千馬一哉
久米設計

会津中央病院
免 震 建 築 訪 問 記 ― 72

写真1 建物全景
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免震建築訪問記－ 72

る）、施工範囲が病院全体に及ぶことから、入院患

者の移動等を考え合わせると、工事費以外に多額な

出費を払わざるを得ない。それらを考え合わせて、

入院患者を工事中、ある範囲内で居ながらにして工

事が進められ、かつ最も耐震性の高い免震工法（レト

ロフィット）が最も適した工法であると判断し、採用

に至った。

また、免震工法に至った大きな要因は、上記の理

由のみならず、本建物が地域の防災拠点としての病

院であると言う事である。新館の免震改修部分の病

院機能は、主として病室であり、重たい設備となる

手術部門・検査部門を有していなかったことも、居

ながらの免震改修の選択を容易にした要因だったと

思われる。

4 免震改修の概要
耐震改修の目標は、大地震時において建物の倒壊

防止、病院機能の維持、人命の確保である。免震改

修計画に当たって、現況及び施工性を考慮して以下

の項目を基本としている。

・1～5階の外来受付、事務室、診察室及び病室の内

装改修工事中は空室とし、入院患者さんは一時避

難する。

・6～8階の病室の入院患者さんは、在室のまま工事

を進める。

・地下1階は、免震改修完了まで空室とする。

・エレベ－タ－は改修に併せて2基は新規に入れ替

え。1基は改造して使用。地下1階での停止を取り

止め、1階からの着床とする。

・張り出した低層部は耐震補強とし、免震改修の高

層部と切り離す。

構造計画に際しては、使用上の制約や柱頭免震の

収まりのため、地下1階の柱を四面等しく増幅して

いる。既存建物の基礎構造は直接基礎で一部にPC

杭を併用している。改修工事において、PC杭の部

分については、杭頭部分を切断して免震ピットおよ

び独立フーチンを新設する。また、支持地盤の確認

のために、床付け面の風化凝灰岩にて平板載荷試験

（長期許容支持力度60t/m2）を行っている。

免震部材の配置については、免震層の平面的なね

じれ剛性を確保するため外周部に鉛入り積層ゴム支

承、内部に天然ゴム系積層ゴム支承および弾性すべ

り支承とする計画としている。免震設計においては、

履歴ダンパーの量は免震層のベースシア係数換算で

0.1、大地震時での等価周期は3.9秒となっている。

13
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図1 地下１階伏せ図
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図2 断面図

写真2 居ながらの改修状況（病室に灯りが見える）
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また、大地震時および地震後の主な病院機能の継続

のため、各階の応答加速度の目標値を250galとして

いる。

施工については、免震改修工事着手時にまず工事

と同程度の音および振動を与える確認実験を行い、

既設新館の居室内の環境を調査の上、対策をとった。

施工手順は、以下のような流れとなる。

①地下1階から1階までの内装撤去、躯体表面の除

去、ジャンカ等の補修

②設備の切り替え

③増幅柱の鉄筋組み立て・アンカ－施工

④地下1階柱頭部の基礎補強の為のPC鋼棒用シ－ス

管設置

⑤コンクリ－トの打設（高流動コンクリート：フロ

ー値60～70cm）

⑥ PC鋼棒による緊張

⑦地下1階に仮設耐震ブレ－スの設置

⑧ブロック別に柱・壁の切断及び免震部材の設置

⑨ジャッキダウン

⑩仕上げ工事

支承に建物重量を移し変える際に2～3mm沈下す

る。その際の計測には1/100mmの精度のダイヤルゲ

ージを用いている。工区は全部で3工区とし、1サイ

クル3ヶ月で実施している。工区境については、ジャ

ッキアップ、ジャッキダウン時の鉛直変形に伴って

生じる大梁の変形角を、1/3000以内で管理している。
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免 震 建 築 訪 問 記 ― 72

写真3 柱切断部取り除き

写真5 弾性滑り支承部分取り付け及び配筋状況

写真6 弾性滑り支承部分ジャッキダウン完了後状況

写真7 仮設耐震ブレ－ス

写真4 柱切断ワイヤー装置
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免震建築訪問記－ 72 15

免 震 建 築 訪 問 記 ― 72

5 隣接する免震構造の新新館
免震改修工事を行っている新館に隣接して、免震

構造の新新館がすでに増築されている。新館と新新

館は各階でエキスパンション・ジョイントにより接

続され、この改修工事中も、廊下として使用されて

いる。可動変形は1,200mmであり、床面はかなり平

滑におさめられている。床面、壁面ともに、ジャバ

ラ形状の金物であり、床面の各ジャバラは1～2mm

程度の段差でしまい込まれている。

写真9 エレベーターピット部分施工状況

写真10 階段室RC 壁の施工状況

写真11 棟間部分施工状況

写真12 エキスパンション・ジョイント（床、壁）

写真13 エキスパンション・ジョイント（床）

写真8 耐震構造部分との境界部分
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新新館の構造概要を示す。

構 造 種 別：プレストレスト・コンクリート造、組

み立て工法

構 造 形 式：ラーメン構造、基礎免震構造

階 　 　 数：地下1階、地上7階

基 礎 構 造：深礎

免 震 部 材：鉛入り積層ゴム、オイルダンパー

主なスパン：15m×6.5m、9m×6.5m

6 おわりに
病院での居ながらでの免震改修工事の事例は、今

までほとんど報告されていません。非常に貴重な視

察の機会だったと思います。また、新館での免震改

修工法の採用においては、会津中央病院様のご理解

とご協力が大きかったと、設計者、施工者から繰り

返し発言がありました。建設サイドと依頼主の間に、

深い信頼と協力関係を築かれていることが想像され

ます。

最後に、今回の見学に際してお世話になった、織

本構造設計の村岡様、羽深隆雄・栴工房設計事務所

の渡部様、大成建設の管野様、そして町田様に深く

感謝申し上げます。

受領資料）

・会津中央病院新館レトロフィット工事

・特集既存不適格の増改築術

：NIKKEI ARCHITECTURE 2009年3月9日号
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写真14 Pca版を用いた新新館の外観

写真15 新新館の免震層

写真16 集合写真

（写真右より町田様、管野様、渡部様、村岡様）
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シリーズ「免震部材認定」－ 100 17

シリーズ「免震部材認定」ー 100

規格等 

溶融亜鉛めっき

ゴム被覆

※防錆処理は上記のいずれかを選択 

積層数

Qd 

δ

K1

種別

名称 材料構成

ゴム

γγ 0

σ

σo

HML-15C～ 130C

φ 150mm～ 1300mm

G＝ 0.8N/mm2 

2～ 8mm

1～ 8層
14.5～ 62.5

＞ 9

東京ファブリック工業（株）式 
高面圧低摩擦弾性すべり支承（HML-C型） 

1.　特徴 

2.　構造及び材料構成 

3.　寸法及び形状 

　高面圧低摩擦弾性すべり支承は、すべり支承本
体とすべり板より構成される。付属品として防塵
カバーが用意されている。高面圧低摩擦弾性すべ
り支承はクロロプレンゴム（CR）と中間鋼板、フ
ランジ部鋼材、すべり材（PTFE）を一体成形した
ものである。すべり板はステンレスクラッド鋼ま
たはステンレス板と鋼材を接着したものにフッ素
コーティングしたものである。  

4.　鋼材の防錆処理 

5.　基本特性（水平復元力特性） 

6.　圧縮限界強度

7.　製品コード

一 次 剛 性
二 次 剛 性
切 片 荷 重
規定ひずみ
基 準 面 圧
摩 擦 係 数

：K1＝G・A/n・tr
：K2＝ 0
：Qd＝μ・A・σ
：100％
：σ＝ 25N/mm2

：μ＝ 0.007（200mm／ sec）
G：せん断弾性率 A ：ゴム断面積
n：ゴム層数 tr ：ゴムの1層厚 

東京ファブリック工業株式会社
東京ファブリック化工株式会社
 TEL :03-5339-0875
 FAX :03-5339-0695

認 定 番 号
認定年月日
評 価 番 号

MVBR－0411
平成21年12月9日
JSSI－材評－09006

HML□□C －□□－□□ 

ゴム1層型格
(支承径/10)

種別： HML-C
型格： 15～130
 （有効外径150mm～1300mm）

弾性すべり支承フランジ部

弾性すべり支承すべり材部

すべり板ＳＵＳ部
フッ素コーティング

すべり板鋼材部

防塵カバー

建築物本体

弾性すべり支承積層ゴム部

ボルト（フランジボルト）
建築物本体との接合

型 格
ゴム部外形寸法
せん断弾性率

ゴム部の一層厚さ
ゴムの積層数
一次形状係数
二次形状係数

形状及び寸法の認定範囲 

すべり板 

ステンレスクラッド鋼
SUS304、SUS316

上記SUS＋SS400

いづれか

下塗：ジンクリッチプライマー
中塗・上塗：エポキシ樹脂系塗料
塗膜厚は合計170μm以上 

塗　装

仕　様

めっき付着量550g/m2以上
(JIS H 8641-HDZ55) 

一体加硫被覆2mm 

＋
表面フッ素コーティング 

弾性
すべり
支承 

中間鋼板
フランジ

すべり材

SS400、SPHC、SPCC 

クロロプレンゴム(CR)

四ふっ化エチレン樹脂板 

σo ： 圧縮限界強度

γo ： すべり出しひずみ
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シリーズ「免震部材認定」ー 101

規格等 

溶融亜鉛めっき

ゴム被覆

※防錆処理は上記のいずれかを選択 

積層数

Qd 

δ

K1

種別

名称 材料構成

ゴム

γγ 0

σ

σo

HML-15N～ 130N

φ 150mm～ 1300mm

G＝ 0.8N/mm2 

2～ 8mm

1～ 8層
14.5～ 62.5

＞ 9

東京ファブリック工業（株）式 
高面圧低摩擦弾性すべり支承（HML-N型） 

1.　特徴 

2.　構造及び材料構成 

3.　寸法及び形状 

　高面圧低摩擦弾性すべり支承は、すべり支承本
体とすべり板より構成される。付属品として防塵
カバーが用意されている。高面圧低摩擦弾性すべ
り支承は天然ゴム（NR）と中間鋼板、フランジ部
鋼材、すべり材（PTFE）を一体成形したものであ
る。すべり板はステンレスクラッド鋼またはステ
ンレス板と鋼材を接着したものにフッ素コーティ
ングしたものである。  

4.　鋼材の防錆処理 

5.　基本特性（水平復元力特性） 

6.　圧縮限界強度

7.　製品コード

一 次 剛 性
二 次 剛 性
切 片 荷 重
規定ひずみ
基 準 面 圧
摩 擦 係 数

：K1＝G・A/n・tr
：K2＝ 0
：Qd＝μ・A・σ
：100％
：σ＝ 25N/mm2

：μ＝ 0.007（200mm／ sec）
G：せん断弾性率 A ：ゴム断面積
n：ゴム層数 tr ：ゴムの1層厚 

東京ファブリック工業株式会社
東京ファブリック化工株式会社
 TEL :03-5339-0875
 FAX :03-5339-0695

認 定 番 号
認定年月日
評 価 番 号

MVBR－0412
平成21年12月9日
JSSI－材評－09007

HML□□N －□□－□□ 

ゴム1層型格
(支承径/10)

種別： HML-Ｎ
型格： 15～130
 （有効外径150mm～1300mm）

弾性すべり支承フランジ部

弾性すべり支承すべり材部

すべり板ＳＵＳ部
フッ素コーティング

すべり板鋼材部

防塵カバー

建築物本体

弾性すべり支承積層ゴム部

ボルト（フランジボルト）
建築物本体との接合

型 格
ゴム部外形寸法
せん断弾性率

ゴム部の一層厚さ
ゴムの積層数
一次形状係数
二次形状係数

形状及び寸法の認定範囲 

すべり板 

ステンレスクラッド鋼
SUS304、SUS316

上記SUS＋SS400

いづれか

下塗：ジンクリッチプライマー
中塗・上塗：エポキシ樹脂系塗料
塗膜厚は合計170μm以上 

塗　装

仕　様

めっき付着量550g/m2以上
(JIS H 8641-HDZ55) 

一体加硫被覆2mm 

＋
表面フッ素コーティング 

弾性
すべり
支承 

中間鋼板
フランジ

すべり材

SS400、SPHC、SPCC 

天然ゴム(NR) 

四ふっ化エチレン樹脂板 

σo ： 圧縮限界強度

γo ： すべり出しひずみ
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シリーズ「制振部材紹介」ー 4

１．構造及び材料構成 

２．寸法及び形状

３．防錆処理

４．基本特性

５．製品コード 

６．その他 

構造形式：壁型粘性ダンパー

免制震ディバイス 粘性制震壁 

粘性減衰力減衰力FFwFwFwFw
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1 はじめに
2009年8月11日駿河湾を震央とする地震（M6.5、深

さ約25km）が発生した。震央位置より南西約37kmに

位置する浜岡原子力発電所では、敷地内に設置され

た複数の地震計により地震動が観測されている。本

稿では5号機近辺に設置された排気筒改造工事のため

のタワークレーン用免震基礎（以下:免震構造物）で

観測された地震観測記録とその分析結果を報告する。

2 観測概要
観測対象となる免震構造物は図1に示すような

12m×12mの正方形の平面で、厚さ6.5mの鉄筋コン

クリート製の上部構造（重量約2,250ton）と下部基

礎および免震層（免震周期Tf=3.87秒、ダンパーの

降伏せん断力係数αs=0.018）で構成されている。

強震計は図1に示す観測点①～④および下部基礎上

の観測点⑤に配置されている。全ての観測点で鉛直

方向加速度が、観測点②と⑤では水平方向加速度2

成分が観測されている。免震装置の写真を図2に、

特性を表1に示す。

3 観測記録
3.1 加速度記録および変位・速度

各観測点から得られた加速度波形をCaltech積分し

て速度と変位を求めた。加速度波形の成分毎に図3、

4に示す。免震層の相対変位は観測点②と観測点⑤

の相対変位として求めた。免震層の層間変位の水平

方向時刻歴波形およびオービットを図5、6に、加速

度・速度・変位の最大値一覧を表2に示す。

水平方向加速度は下部基礎X方向では400cm/s2を超

えているが、上部構造上では最大でも39cm/s2と非常に

小さくなっている。上下方向加速度は下部基礎でおよ

そ130cm/s2であるが、上部構造では130～180cm/s2とな

っている。免震層の水平方向層間変位は最大でX方向

4.74cm、Y方向3.87cm（ベクトル方向5.93cm）である。
図1 免震構造物の概略図と観測点位置

積層ゴム 鋼棒ダンパー 鉛ダンパー
図2 免震装置の写真

天然ゴム系
積層ゴム

鋼棒ダンパー
（U型ダンパー）

鉛ダンパー
（U180型）

ゴム材料
ゴム直径
ゴム総厚
形状係数
水平剛性
鉛直剛性
降伏荷重

剛性

降伏荷重

剛性

天然ゴム系（G=0.39N/mm2）
Φ1,000mm

6mm×34=204mm
S1：39.6、S2：4.90

1,485kN/m（γ=100%時）
4,640kN/mm
112kN

5,920kN/m（1次）
100kN/m（2次）

90kN
12,000kN/m（1次）
0kN/m（2次）

表1 免震装置の概要（1台あたりの特性）

2009年駿河湾の地震における浜岡原子力発電所内の
免震構造物の観測記録とその分析

特 別 寄 稿

久野 通也
中部電力

古川　茂
中部電力

島本　龍
中部電力

福田 隆介
鹿島建設
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3.2 観測記録の分析

水平方向成分が観測されている観測点②（原波お

よびロッキング成分補正後）と観測点⑤および観測さ

れた加速度波形から以下の手順によってロッキング

成分を分離して求めた加速度の絶対加速度応答スペ

クトル（減衰定数h=5%）を図7に示す。またロッキン

グ成分を除去して求めた重心位置の水平方向並進加

速度と上部構造の質量から求めた免震層のせん断力

と層間変位の関係を図8に示す。

ロッキング成分の評価手順

・上部構造の4点の鉛直方向加速度記録と観測点間

距離（11.6m）からX軸、Y軸周りの角加速度を求め

る。

・回転中心を上部構造の重心位置と仮定し、重心位図4 各観測点の加速度記録波形（鉛直）

図3 各観測点の加速度記録波形（水平）

図5 免震層の層間変位時刻歴波形

図6 免震層の層間変位オービット

上部
下部
上部
下部
上部
上部
上部
上部
下部

観測点

水平X
水平X
水平Y
水平Y
鉛直Z
鉛直Z
鉛直Z
鉛直Z
鉛直Z

38.44
410.65
39.09
237.91
-178.82
-177.00
-146.34
127.98
-129.57

6.61
-29.96
-7.65
-17.52
6.27
7.07
6.11
6.01
5.81

-2.73
-3.83
-2.79
-2.77
1.51
1.49
1.49
1.50
1.49

場所 方向
加速度
(cm/s2)

速度
(cm/s)

変位
(cm)

表2 観測記録最大値一覧
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置から観測点までの鉛直方向長さ（3.25m）を用いて

観測点②におけるロッキングによる水平加速度成

分を求める。

・観測点②の水平方向観測記録をロッキングによ

る水平加速度成分を用いて補正する。

下部基礎では周期約0.35秒の短周期成分が卓越し

ているのに対し、上部構造では短周期成分の応答が

大幅に低減されている。上部構造の応答を詳細にみ

ると、水平方向成分では約1.5～1.8秒と約0.08秒にピ

ークが見られる。ロッキング補正後のスペクトルに

は約0.08秒のピークが見られないことから、免震層

の水平方向周期は約1.5～1.8秒であり、ロッキング

の周期が約0.08秒であると考えられる。上下方向で

は0.2秒以下の周期で上部構造の応答が増大する領域

がみられる。免震層のせん断力－層間変位関係では

設計値から求めた骨格曲線とよく対応している。

4 シミュレーション解析
4.1 解析モデル

解析モデルは観測点位置および免震装置接続位置

に節点を配した図9のようなモデルを用いる。上部

構造は剛体と仮定し、上部構造のそれぞれの節点は

幾何学的な関係を考慮した線形拘束条件式を用いて

重心位置に自由度を集約し、6自由度モデルとする。

鉛ダンパーと鋼製ダンパーの鉛直剛性は積層ゴムの

鉛直剛性と比較するとかなり小さいので無視する。

観測点⑤で観測された加速度を入力として用い、水

平+上下の3方向同時入力とする。地盤の影響は無視

し、免震装置下部を固定する。減衰は水平と上下の

並進方向1次に対して1％の内部粘性減衰を用いる。

4.2 解析ケースと材料特性

積層ゴムの特性（設計値と製品検査値）、ダンパ

ーの二軸非線形性および小振幅時の鉛ダンパーの非

線形性の影響を調べるため、表3に示す2ケースの解

析を実施する。積層ゴムは弾性ばね、鋼棒ダンパー

は降伏荷重を折点とするノーマルバイリニアモデル

を用いる。鉛ダンパーの履歴モデルはCASE1では降

伏荷重を折点とするノーマルバイリニア、CASE2で

は鉛ダンパーの小振幅時の非線形性特性を考慮した

森田らの提案している振幅依存バイリニアモデル1）

を参考にした修正バイリニアモデルを用いる。表4

に積層ゴムの製品検査値、表5に鉛ダンパーの特性、

図10に解析に使用する履歴特性を示す。
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図7 絶対加速度応答スペクトル(h=5%)

図8 免震層せん断力－層間変位関係

図9 解析モデル
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4.3 解析結果

CASE1およびCASE2の固有値解析結果（γ=0%時）

を表6に示す。図11、12に観測点②の応答加速度時

刻歴と加速度応答スペクトル、図13に免震層の相対

変位時刻歴、図14に免震層の相対変位オービットを

示す。

設計値を用いたCASE1では加速度、変位の最大値

は概ね再現できているものの、ロッキングに起因す

るとみられる加速度は再現できていない。また主要

動の後の加速度が観測記録よりも大きく、十分に減

衰していない。製品検査値を用いたCASE2の解析結

果では水平面内のオービットが観測記録とよく一致

している。また加速度応答スペクトルにも現れてい

るように、ロッキングによる成分もある程度は表現

できている。主要動後の挙動も鉛ダンパーの小振幅

の非線形特性を考慮することで観測記録のように加

速度が減衰する結果となった。
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図10 鉛ダンパーの履歴特性

図11 観測点②の応答加速度時刻歴

図12 観測点②の加速度応答スペクトル(h=5%)

設計値
製品検査値

CASE1
CASE2

無視
考慮

ノーマルバイリニア
修正バイリニア

鉛ダンパーの
履歴モデル

ダンパーの
二軸非線形

積層ゴムの
材料特性ケース

表3 解析ケース一覧

積層ゴム要素
全要素共通
積層ゴム1
積層ゴム2
積層ゴム3
積層ゴム4

ケース
CASE1

CASE2

水平剛性
1,485kN/m
1,492kN/m
1,461kN/m
1,541kN/m
1,462kN/m

鉛直剛性
4,640MN/m
4,568MN/m
4,357MN/m
4,574MN/m
4,199MN/m

表4 積層ゴムの製品検査値

初期弾性剛性
12,000kN/m
18,653kN/m

ノーマルバイリニア
修正バイリニア

降伏荷重
90kN

37.3～90kN

表5 鉛ダンパーの特性

次数
1
2
3
4
5
6

CASE1
1.537
1.459
1.459
0.069
0.063
0.063

CASE2
1.358
1.270
1.270
0.071
0.065
0.063

モード
水平面内回転
水平方向並進
水平方向並進
鉛直方向並進
水平面外回転
水平面外回転

表6 固有周期一覧
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ロッキング振動についてはCASE2の解析結果には

少し現れているものの、観測記録と比較すると小さ

い。また鉛直方向の加速度応答スペクトルを比較す

ると鉛直方向の固有周期が観測記録よりも短くなっ

ている。これらの点について、より詳細な検討が必

要であると考えられる。

5 まとめ
2009年8月駿河湾の地震による免震構造物の観測

記録および分析結果を報告した。この地震は短周期

成分が卓越した地震動であり、水平方向加速度は免

震効果により大幅に低減していることが確認でき

た。シミュレーション解析の結果、設計値を用いた

モデルにより、加速度、変位の最大値については評

価できることが確認できた。さらに積層ゴムの製品

検査値、ダンパーの二軸非線形性および鉛の小振幅

時の非線形特性を考慮した解析を行い、より精度の

高い結果を得ることができた。

【参考文献】

1） 森田他：免震構造用鉛ダンパーの実験的研究－別置型鉛ダンパーの

復元力モデルと繰返し特性の評価について－、日本建築学会構造系

論文集、第570号、pp.53-60、2003年8月

2） 北折他：実規模免震装置の現位置自由振動試験、日本建築学会大会

学術講演梗概集（東北）、pp.1075-1076、2009年
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図13 免震層の水平方向相対変位時刻歴

図14 免震層の水平面内相対変位オービット
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1 はじめに
実大製品による高減衰ゴム系積層ゴム支承（以下

HDR）の水平2方向加力時の限界性能試験を実施した

ところ、ゴム部にねじれ変形が生じ、従来の1方向

加力で評価されてきた場合より小さなせん断ひずみ

で破断することが確認された。一方、同時に実施さ

れた天然ゴム系、および鉛プラグ入り積層ゴム（た

だし、積層ゴム中心部に鉛プラグが挿入されている

もの）については、微小なねじれ変形は発生するが、

限界性能には影響しないことが確認された1），2）。こ

の結果を受け、（社）日本免震構造協会（以下、JSSI）

では、限界性能の明確化を目的として、実験検討を

進めてきた。今回、限界性能の考え方についての検

討作業が完了した3），4）ことから、その概要について

以下にまとめた。

2 水平2方向加力実験による限界性能評価
2.1 新たな知見の確認の経緯と実験概要

2007年8月と2008年2月のカリフォルニア大学サン

ディエゴ校（以下UCSD）における実験によりHDR

の水平2方向加力時の、1方向加力時より小さなひず

みでの破断が確認されてから2009年6月まで、計5回

に分けて水平2方向加力時の積層ゴム支承の限界特

性及び水平力学特性に関する評価試験が実施され

た。以下にその概要を示す。

（1）実大製品による限界性能試験

・2007年8月、UCSDにおいて、直径700mmのHDR

（ブリヂストン製ゴム質X0.6）を用いて、図1に示す

ような楕円と8の字を複合した水平2方向の軌跡

（以下、複合軌跡）を与えたところ、せん断ひずみ

394%を2回経験した後に、約380%にて破断した。

尚、当試験体と同一材料、同形状の積層ゴムは、

従来の1方向加力試験では、450％ひずみにおいて

も破断しないことが確認されていた。

・2008年2月、USCDにて、同一試験体2体による再

試験を実施したところ、ほぼ同等の結果が再現さ

れ、同時に積層ゴム表面にねじれ変形が確認され

た（図2）。

（2）縮小試験体による詳細試験

・2008年9月～2009年5月にわたり、現象解明のため、

国内試験設備（JFEテクノリサーチ）において、縮小

試験体（直径225mmおよび158mm）による実験を計3

回実施し、座屈への影響や、面圧、2次形状係数、

加力パターン、速度、繰り返し回数等に関する詳

細な評価を実施した。その結果、HDRに2方向加

力を与えた場合、ねじれ変形が発生し、それに伴

う局部的なせん断ひずみの増分が早期の破断要因

であることが確認された。ここで、ねじれ変形に

伴うせん断ひずみは、図3に示すように、積層ゴ

ム側面にメッシュシールを貼り、ゴム表面上のね

じれ変形を画像処理することによって求めた。ま

た、2方向加力における破断時のねじれ変形によ

るせん断ひずみと長軸方向のせん断ひずみを足し

合わせると、図4に示すように、1方向加力時の破

図1 UCSD 試験における水平2方向の複合軌跡 図2 HDRφ700 2方向加力時のねじれ変形状態

高減衰ゴム系積層ゴム支承の水平2方向加力時における
限界性能に関する新たな知見について
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断時せん断ひずみとほぼ一致することと、破断の

起点は、ねじれによる成分と水平変形による成分

の方向が一致する、水平変形方向に対し試験体を

上方から見て反時計回りに90°の位置と概ね一致

することが確認された（図5）。なお、本実験評価

では、長軸：短軸=2:1の楕円加力を破断特性評価

の基本条件とした。これは、当JSSI-SWGにて検

討された幾つかの地震動を用いた2方向地震応答

解析結果をもとに、最大応答値付近の変位軌跡の

短軸と長軸の比率が上記条件を採用することで概

ね安全側であると判断されることから、基準加力

として採用した。

・水平復元力特性は、ねじれ変形の影響によって、

長軸方向では、1方向加力による曲線よりもルー

プ面積や減衰定数が増加すること、短軸方向では、

長軸変位が0の近傍で最大荷重値となる特異なル

ープ形状を示すことが確認された（図6）。

・主な限界性能試験結果の一覧を表1に示す。HDR

の2方向加力時破断ひずみは、同一面圧条件にお

ける1方向加力時の破断ひずみと比較して、減少

していることが確認できる。また、鉛プラグ入り

積層ゴム（LRB、ただし中心部に鉛プラグが挿入

されているタイプ）および天然ゴム系積層ゴム

（NRB）では、1方向と2方向ではほとんど差がない

ことが示されている。さらに、二次形状係数が小

さくなるにつれ、破断ひずみも減少していること

がわかる。

図3 ねじれ変形によるせん断ひずみの計測例

*1：複合加力：楕円と8の字を組み合わせた軌跡
図4 1方向加力時と2方向加力時の破断ひずみの比較 図5 2方向（楕円）加力時の破断起点
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2.2 水平2方向加力時の限界ひずみの特徴とねじれ

変形の発生要因

ねじれ変形が発生するメカニズムは以下のように

説明される。図7に示すように、積層ゴム支承が水

平平面において、任意の曲線に沿ってせん断変形し

た際のHDRの復元力を、弾性成分と減衰成分に分離

した場合、弾性成分は、せん断変形方向に発生して

いるのに対し、減衰成分は軌跡の接線方向に発生し

ているため、この成分が積層ゴム支承の各ゴム層に

対して、せん断変形量を力点間距離とするねじれモ

ーメントとして作用する。その結果、ゴム部には、

せん断変形によるひずみのほかに、ねじれ変形に起

因するせん断ひずみ γφ が付加され、上下の固定端に

て最大値となる。また、ねじれによるせん断ひずみ

は、2次形状係数 S2（=ゴム直径／ゴム総厚）に反比

例する形で、S2 が小さいほど増加する傾向にある。

ただし、S2 が小さく、従来の1方向評価において限

界ひずみとして、座屈現象にもとづく限界値を設定

していた場合、2方向加力によるねじれ変形は座屈

限界ひずみに影響を与えないことが実験によって確

認されている。

2.3 水平2方向加力時の限界ひずみ設定とその試験

方法

HDRの水平2方向加力時の限界ひずみの特性とそ

の設定方法に関する考え方については、以下のよう

に要約される。

（1）2方向加力時の破断せん断ひずみ γb は、ねじれ

変形によるせん断ひずみ γφ を伴うために、1方向

加力時の破断ひずみ γu よりも小さくなる。ここに、

実験より式（1）の関係が成り立つ。ただし、ここ

で、水平2方向加力とは、長軸：短軸＝2：1の楕

円加力とする。
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図6 水平1方向および2方向加力時の荷重変位曲線図の比較

UU11

実線は上フランジ（固定側）を
点線の軌跡は下フランジ
（強制変位側）を示す。

減衰成分

弾性成分

図7 ねじれ変形が発生するメカニズム

φ700

φ225

φ160

φ160

φ225-LRB*2

φ225-NRB*3

36.5

31.3

31.3

31.3

31.3

31.3

5.0

8.3

5.0

4.0

8.3

8.3

14.0

14.0

13.0

10.7

14.0

14.0

394%

450%

388%

363%

600%

600%

450%*1

600%

499%（座屈）
374%（座屈）

600%

650%

積層ゴム
直径（mm）

1次形状係数
S1

2次形状係数
S2

面圧
σ（N/mm2）

2方向加力時
破断ひずみ

1方向加力時
破断ひずみ

*1 破断しないことを確認　*2 LRB: 鉛プラグ入り積層ゴム　*3 NRB: 天然ゴム系積層ゴム

表1 主な限界性能試験結果
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γu =  γb +  γφ （1）

また、γφ は2次形状係数に概ね反比例し、式（2）の

ように表される。

γφ = fφ（γx）/S2 （2）

ここに、 γx ：楕円加力時の長軸方向せん断ひず

み、破断時では γx =γb
fφ（γx）：γφ ×S2をγxで表した関数で、実験結果

より求める。図8に一例を示す。

（2）座屈限界に対しては2方向加力の影響はない。

式（1）に照らし合わせて、限界ひずみを求めるた

めの試験方法を以下のように提案する3）。

①破断ひずみの評価に際しては、スケール効果を

適切に考慮する必要があるが、式（1）における1

方向加力時の破断ひずみ γu の評価については、

スケール効果を考慮して実大製品を用いた試験

に基づいて評価を行う。このとき、製品サイズ

はφ600以上とする。

②一方、式（1）中、2方向加力時のねじれ変形によ

るせん断 γφ については、スケール効果は無視し

うるとして、S2 = 3.5, 5, 8等、S2 が異なる複数の

試験体を用いて式（2）中の fφ（γx）を求める。加

力波形は、長軸：短軸=2：1の楕円加力、3サイ

クルとし、試験体表面にメッシュを描いて画像

処理を行うなどの方法によって、γx におけるγφ を

計測し、γxと γφ × S2 の関係を最小二乗近似等に

より求める。

③②で得られた式（2）を用いて、（1）で得られた γuか

ら、式（1）が成立する γb を求める。

2.4 水平2方向加力実験によるその他の評価結果

その他、面圧、加力速度、加力パターン、繰り返

し回数については以下の評価結果が得られている。

・面圧の増加と共に破断ひずみは若干低下する傾向

にある。

・加力速度の増加と共に破断ひずみは増加する。

・破断ひずみは楕円加力と比較して8の字加力のほ

うが大きくなる。ねじれは繰り返し加力数と共に

増加するが、10サイクル程度でほぼ一定値に収束

する。

3 まとめ
HDRの水平2方向加力時の限界特性について、詳

細な実験評価の結果、水平2方向加力時には、HDR

の減衰性に起因するねじれ変形が発生し、破断ひず

みが、従来の1方向加力に比べ、ねじれに伴うせん

断ひずみの分だけ減少することが確認された。また、

面圧、繰り返し回数、2次形状係数、加力速度等の、

ねじれ変形に与える影響についても評価を行い明ら

かにした。

HDRを使用するに際しては、これらの新たな知見

に留意した設計が必要になる。HDRの水平2方向加

力時の限界値については、製造会社が実施する試験

結果をもとに定めることとする。

なお、JSSIでは、さらに2方向加力時に適応した

応答解析モデルの提案を含めた設計上の考え方につ

いての検討を継続して行う。
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図8 fφ（γx）= γφ× S2の設定例
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1 はじめに
平成21年11月27日、日本免震構造協会15周年記

念事業の一環として、当協会と（社）日本建築構造

技術者協会による三菱一号館の見学会、および日

本大学理工学部　安達洋教授の講演会が開催され

ました。

三菱一号館は、明治に建築された旧三菱一号館

を免震構造にして復元したものです。復元した建

物全景を写真1に示します。安達先生は、復元に伴

う外壁の耐力試験を行われ、その試験結果を基に

「甦る、名建築、― 三菱一号館 ―」というテーマで

講演されました。当日は、本協会委員4名を含め総

計50名が参加されました。東京以外にも愛知県、

奈良県など8名の参加がありました。写真2に説明

会場の様子を示します。

2 建築計画概要
旧三菱一号館は、英国人建築家ジョサイア・コ

ンドルによって設計され、1894年（明治27年）に竣

工しています。復元工事は、2007年2月～2009年4

月の2年2ヶ月間をかけて行われました。建物の建

築概要は、以下の通りです。免震層は、図1に建物

断面図を示すように一号館の基礎下にある基礎免

震となっていますが、高層タワー棟のB1階に乗せ

た構造になっています。

（建物概要）

所 在 地：東京都千代田区丸の内二丁目6番3号

建 築 年：2009年（2007.2着工～2009.4竣工）

規　　模：地下1階、地上3階

延床面積：約6,000m2

構　　造：免震構造とした煉瓦組積造

基　　礎：直接基礎（高層タワー棟、GL-30m）

設計監理：株式会社　三菱地所設計

施　　工：株式会社　竹中工務店

なお、本建物のより詳しい建築概要は、同誌

MENSHIN NO.63 2009.2 免震建築紹介に掲載されて

います。

三菱一号館

CERA建築構造設計
世良　信次

写真1 復元された建物全景

写真2 説明会場（三菱ビル内サクセス）の様子

08_01_見学講演会.qxd  10.2.15 1:58 PM  ページ 30



31記念事業委員会報告― 16

記念事業委員会 ― 16 見学講演会報告

3 建物の説明の様子
見学会のはじめに、建物の計画と設計監理に関

する説明が、担当された三菱地所設計の山極様、

小川様、鈴木様からありました。写真3にその様子

を示します。計画の説明では、旧三菱一号館の歴

史や一号館の背後にある高層棟との調和について、

また街区の都市計画上の意義、最も重要視された

「忠実に復元する」ために当時の写真や図面を基に

レンガ割りと積み方に配慮されたこと、彫刻や装

飾品を型枠から作成したこと、レンガ230万個を中

国で型枠を用いて造られたことなどの話を伺いま

した。

構造説明では、免震建物としてのクライテリア

や美術館として免震性能が必要とされたこと、ま

た設計者のノウハウとして当時レンガ造の補強用

に帯鉄という薄い鉄板が挟んで施工されていたこ

と、外壁の面外強度を確認するためにモックアッ

プを作成し強度試験を行なったことなどの話を伺

いました。

なお、この帯鉄は、復元においても忠実に再現

されたようです。

4 見学会の様子
写真4に中庭での現地見学の様子を示します。中

庭は本建物と高層棟の間に設けられた憩いの広場

になっています。当日も多くの方が休憩をとられ

ておりました。写真には、美術館の出入り口が増

設されていますが、金属サッシュなどを使用し復

元部分と異なることを明らかにしています。ここ

では、外壁の目地割りや窓廻りの枠の装飾、屋根

の煙突と装飾物、ガラスのリサイクル、外壁の色

むら管理などについて配慮された点を聞かせて頂

きました。

次に、高層棟のB1階から免震層に移動しました。

写真5、6には、高層棟B1階の柱頭に免震装置を設

置した状況を示しています。免震装置としては鉛

プラグ入り積層ゴムと天然ゴム系積層ゴム、オイ

ルダンパーが使用されています。ここでは、旧建

物を忠実に復元する方針から建物位置も従来の位

置となり、免震層の水平クリアランスを確保する

ために免震装置や各所にディテールの工夫がなさ

れたことなどの話を聞かせて頂きました。

図1 建物断面図

（出典：MENSHIN NO.63 2009.2（社）日本免震構造協会）

写真3 三菱地所設計の山極氏による説明の様子

写真4 中庭での建物説明の様子
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建物の中に移動し、竣工を記念した「一丁倫敦

と丸の内スタイル」展を見学しました。旧三菱一

号館の設計資料や模型、当時の事務業務を再現し

た空間などが展示されていました。

5 講演会の様子
見学後、説明会場に戻り、日本大学　安達洋先

生によるこの一号館のレンガ積み外壁と柱の性能

試験に関する講演を伺いました。試験においては、

レンガ単体の物性調査、強度試験、目地モルタル

と組み合わせた性能試験、帯鉄の効果の確認試験

など多くの基本的な試験を行っており、その報告

と併せて柱、外壁のモックアップの試験結果の報

告を伺いました。特に、帯鉄の影響をみる試験状

況の報告では、まさに鉄筋コンクリート構造の原

理が伺えるもので、構造設計者として設計者 J.コン

ドルの安全に対する配慮が伝わってくるもので

した。

なお、日本大学の船橋キャンパスには、この試

験体が記念に展示されています。

そのほか、J.コンドルの作品であるニコライ堂、

鹿鳴館など明治建築の歴史についての話や、明治

の建築家 河合浩蔵の免震の起源となる話、横河民

輔が筆執りした「地震」の話しなどを伺うことが

できました。

6 おわりに
本建物は、建築の歴史においても有意義な建築

物です。その復元技術に免震技術が導入されたこ

とはその可能性をさらに広げたものになったとい

う印象を受けました。また、安達先生の講演から

構造設計者は過去の技術にも目を向けなければ、

より良い新しい技術は生まれないことを改めて痛

感しました。

誠に、有意義な見学講演会であったことを企画

されました関係者の方々と共に、説明をして頂き

ました三菱地所設計の山際様、小川様、鈴木様に、

また講演で貴重なお話を戴きました日本大学の安

達洋先生に改めて感謝申し上げます。

（配布資料）

1. 「日本工業倶楽部会館の免震レトロ」JSSI会誌MENSHIN 33号

2. 「GREAT SURVIVOR（偉大なる生き残り）」JSSI会誌MENSHIN

41号

3. 「温故知新」（社）日本建築構造技術者協会structure No.110

写真5 免震層の見学の様子（1）

写真6 免震層の見学の様子（2）

写真7 日本大学　安達洋先生による講演の様子
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本稿ではアイソレータ小委員会の活動の一環と

して実施した積層ゴムと弾性すべり支承の多数回

繰り返し試験の結果について報告する。

1 積層ゴム支承のエネルギー評価
対象とする積層ゴムは、鉛プラグ入り積層ゴム

（LRB）と高減衰積層ゴム（HDR）である。減衰機能

が付加された積層ゴム支承の共通点としては、繰

り返し履歴を受けることによって、封かんされた

鉛プラグまたはゴム自体に発熱が生じ、発熱量に

応じて積層ゴムの履歴特性に変化を与えるものと

考えられる。

1.1 試験体

試験装置の能力の都合上、表1と図1に示す縮小

モデルを使用した。HDR試験体は図1において中心

の鉛プラグがない形状である。また、試験体の内

部温度を測定するために熱電対を設置した。

1.2 試験内容

試験は、面圧8N/mm2下での圧縮せん断試験とし、

せん断変形率200%（88mm変形）で200サイクルの加

振を基本とした。累積変形量は約70mとなる。加振

振動数は0.33Hzとした。写真1に積層ゴムの設置状

況を示す。試験体の上下には日本ディー・エム・

イー社製D-M-E標準高温用断熱板（厚さ10mm）を挿

入した。積層ゴムのフランジと試験装置面盤との

間にある四角い板が断熱板である。

積層ゴムと弾性すべり支承のエネルギー吸収性能

技術委員会・免震部材部会・アイソレータ小委員会（平成22年1月現在）

委員長 山 峯夫 福岡大学

委　員 青木　　研 株式会社鴻池組 浅野多計昌 倉敷化工株式会社

稲井　慎介 戸田建設株式会社 上田　　栄 日本ピラー工業株式会社

勝田　庄二 大成建設株式会社 金子　修平 オイレス工業株式会社

久次米　薫 株式会社日建設計 高坂　隆一 株式会社梓設計

佐々木頼孝 東洋ゴム工業株式会社 清水　秀哲 安藤建設株式会社

高岡　栄治 鹿島建設株式会社 宏典 株式会社ブリヂストン

増田　圭司 株式会社フジタ 柳　　勝幸 昭和電線デバイステクノロジー株式会社

吉仲　篤広 THK株式会社

φ225mm／φ45mm

t2.0mm×22層＝44.0mm

t1.2mm×21層

S1=28.1／S2=5.11

高減衰ゴム

E0.6（G＝0.62N/mm2）

天然ゴム

G0.4（G＝0.39N/mm2）

LRB HDR

外径／鉛径

ゴム材料

内部ゴム

内部鋼板

形状係数

表1 試験体の概要

図1 LRB試験体の図面

写真1 積層ゴムの試験状況
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1.3 試験結果

図2と図3に、せん断歪み200%で200サイクルの加

振を行ったときの履歴曲線を示す。LRB試験体は、

繰り返し変形にともない、降伏荷重（切片荷重）が

低下するものの、降伏後剛性はあまり変化しない

ことがわかる。一方、HDR試験体は、繰り返し変

形にともない、降伏荷重（切片荷重）が低下し、降

伏後剛性（等価剛性）も低下することがわかる。

図4には累積変形量と降伏荷重（切片荷重）Q
d
との

関係を、図5には累積変形量と降伏後剛性K
d
の関係

を示す。LRBの降伏荷重は累積変形量が数mの間で、

急速に低下しているものの、降伏後剛性はほぼ一

定の値を保っている。一方、HDRでは、降伏荷重

と降伏後剛性は繰り返し変形にともない、ともに

緩やかに低下している。

図6には温度と降伏荷重の関係を、図7には累積

変形量と温度の関係を示す。なお、温度はLRBで

は鉛プラグの上部での、HDRでは積層ゴムの中心

部付近の熱電対による計測値である。LRBの降伏

荷重は鉛プラグの温度の上昇にともない緩やかに

低下し、初期値の半分以下まで低下する。温度も

試験の初期段階で急激に上昇し、最終的には100℃

に達している。鉛プラグの発熱により鉛の耐力が

低下した結果、履歴曲線において降伏荷重が減少

することにつながっていることがわかる。

HDRの降伏荷重はゴムの温度の上昇にともない

緩やかに低下し、初期値の半分以下まで低下する。

温度は累積変形量（繰り返し数）にほぼ比例して上昇

していることがわかる。なお、HDRの等価減衰定

数は水平剛性も低下するためほとんど変化しない

が、履歴面積そのものが小さくなっていることに

は注意が必要である。

なお、本試験では、最終的に200サイクル×4set、

合計800サイクルの加力を行っているが、少なくと

も600サイクルまでの水平荷重－変位特性及び繰り

返しによる特性値の変動には、顕著な変化は認め

られなかった。このことより、繰返し変形を与え

ると積層ゴムの特性は変化するが、1日以上放置後

に再度繰返し変形を与えると、積層ゴムの特性は

前と同様の性状を示しており、特性が元に戻ると

考えられる。

34 MENSHIN NO.67 2010.2
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図2 LRB試験体の履歴特性

図3 HDR試験体の履歴特性

図4 累積変形量と降伏荷重の関係

図5 累積変形量と降伏後剛性の関係

図6 温度と降伏荷重の関係
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1.4 積層ゴム試験のまとめ

鉛プラグ入り積層ゴム（LRB）、高減衰積層ゴム

（HDR）について、縮小試験体による断熱状態の試験

を実施した。各部位の温度変化について、断熱材

の有無による比較をしたところ、若干ではあるが

断熱材による効果と思われる温度変化が確認でき

た。ただし、積層ゴム支承の基本性状については、

断熱材の有無による影響はほとんど無いものと判

断できる結果となった。

HDRの剛性変化に関しては、これまでの実験デ

ータと大きな差はない。等価減衰定数の変化は、

既往の実験データでもバラツキが大きいが、今回

の試験結果が大きく外れているという結果にはな

っていない。温度上昇に関しては、既往の実験が

表面温度の計測であるため内部温度の計測結果と

直接比較できないものの、表面温度に比べて内部

温度の上昇は高いことがわかった。

LRBに関しては、剛性や降伏荷重の変化は既往

の実験データの範囲内にある。鉛プラグの温度上

昇については、断熱していない直径506mmでせん

断ひずみ200%×200サイクルの実験結果1)（試験体

の形状係数は違う）とほぼ同様な結果となった。

ただ、長周期地震動として想定される地震波によ

る応答として、どれくらいの振幅と継続時間を想定

すべきかが曖昧な現状では、今後もできるだけ実験

データを蓄積していくことが不可欠である。文献2）

では直径255mm、510mm、1000mmの鉛プラグ入り

積層ゴムを用いた試験を実施している。同じ試験条

件での載荷では、試験体のサイズが大きいほど鉛プ

ラグ近傍での温度上昇が高くなり、降伏荷重の低下

も大きくなることが示されている。同文献では相似

則を考慮すれば、縮小試験体でも降伏荷重の低下を

予測できることも示されているものの、エネルギー

吸収能力を評価する場合には実大に近い試験体を用

いることが望ましいといえる。

2 弾性すべり支承のエネルギー評価
対象とする弾性すべり支承は、高摩擦タイプ（摩

擦係数μ=0.13）と低摩擦タイプ（μ=0.013）の2種類

である。すべりによる発熱が摩擦係数に及ぼす影

響を繰り返し試験により明らかにする。

2.1 試験体

試験装置の能力の都合上、表2と図8に示す縮小

モデルを使用した。また、試験体の内部温度を測

定するために、鉛プラグ上部及び内部ゴム層に熱

電対を設置した。熱電対の設置位置も図8に示して

いる。すべり板の温度と支承側の温度を主として

計測した。3chが支承のすべり材（PTFE）裏側の温

度で、4chと5chがすべり板（SUS）裏側の温度計測

点である。

35
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3ch

試験面盤

10ch

4ch5ch

6ch

7ch

8ch 9ch

熱電対（裏側）

SUS板

熱電対位置 

図8 弾性すべり支承試験体と熱電対位置

φ225

G0.4

φ202

18MPa (58.8tonf)

←

SUS304
(PTFEコーティング)

φ225

G1.2

φ160

10MPa (20.5tonf)

500×300

SUS304

高摩擦タイプ 低摩擦タイプ

積層ゴム部

すべり板部

ゴム直径

ゴム種

PTFE直径

基準面圧

サイズ

材質

表2 すべり支承試験体の概要

図7 累積変形量と温度の関係
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2.2 試験条件

試験では正弦波による加振を行う。写真2に試験

の状況を示す。長周期地震に対する弾性すべり支

承の性能評価として、累積変位300mの試験を実施

した。試験は、基準面圧下で、加振振動数0.4Hz

（最大速度35cm/s）で±140mmの加力を540サイクル

実施した。なお、この試験の前後には、特性変化

を確認するための基本特性試験を実施した。

2.3 試験結果

図9に高摩擦タイプの履歴曲線を示す。540サイ

クルの繰り返し試験の結果である。繰り返しに伴

い、摩擦力（摩擦係数）が低下していくことがわか

る。一方、低摩擦タイプの履歴特性はここでは示

していないが、ほとんど変化はみられなかった。

図10に累積すべり変位と摩擦係数の関係を示す。

高摩擦タイプは累積すべり変位が40mまで、急激に

摩擦係数が低下するが、40mを越えると低下が著し

く減少し、減少の度合いは直線的である。低摩擦

タイプは40m程度までは一定であるが、それ以降は

波打ったなだらかな増加傾向を示している。

図11にすべり板の温度と摩擦係数の関係を示す。

すべり材表面の温度が直接計測できないことから、

すべり板2箇所で計測している温度をすべり材の表

面温度（4chと5chの平均値）とした。高摩擦タイプは

最初の累積すべり変位7mまでの温度が欠測（図の点

線部分）し、すべり板の温度が150℃に上昇した後の

記録しかないが、その後は260℃まで急激に上昇し、

増加傾向が鈍る。低摩擦タイプでは繰り返しに伴い

温度も上昇するが、摩擦係数の変化は少ない。

図12に累積すべり変位とすべり板の温度の関係

を示す。高摩擦タイプではすべり変位50mで温度

250℃を超えているが、その後の温度上昇は緩やか

である。低摩擦タイプの温度の増加は高摩擦タイ

プと比較して増加は少ないが、累積すべり変位が

350m程度ではPTFEの融点327℃に近い温度まで上

昇した。

2.4 弾性すべり支承試験のまとめ

高摩擦タイプの試験において、摩擦係数の累積

すべり変位の影響は、すべり板で計測したすべり

材表面の温度に線形に低下することが確認できた。

すべり材の温度上昇は累積すべり変位が約40mまで

急激に増加し、その後の温度上昇の増分が著しく

36 MENSHIN NO.67 2010.2
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写真2 弾性すべり支承の試験状況

図9 高摩擦タイプの履歴曲線

図10 累積すべり変位と摩擦係数の関係

図11 すべり板の温度と摩擦係数の関係

図12 累積すべり変位とすべり板の温度の関係
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低下することから、非線形的な特性を示す。しか

し、長周期地震動で想定される累積すべり変位を

大幅に越え、すべり材の融点に近い負荷を与えた

後も、試験体が冷却後行った実験によると、摩擦

係数は元の特性に復元する。この結果から、高摩

擦タイプの弾性すべり支承は、大きな累積すべり

変形に対して、十分な耐久性能を保有していると

言える。

一方、低摩擦タイプの試験では、累積すべり変

位が約50mまでは摩擦係数が低いが、それ以降は増

加傾向を示す。摩擦熱の発生も高摩擦タイプと大

きく異なる特徴を有し、100サイクル以降温度の上

昇が急激に増加した。初期のサイクルでは磨耗粉

が少ないが、温度が上昇してからは多量の磨耗粉

が発生した。すべり材のコーティングの摩耗の影

響を受けてか、試験体冷却後の当日の基本実験、

また、翌日の実験でも摩擦係数は増加した状態の

ままであった。しかし、連続的な載荷条件である

こと、また、長周期地震動で想定する累積すべり

変位を十分に越えていることから、一般的な設計

では問題になることは少ないものと考えられる。

実大の試験体を用いた弾性すべり支承のエネル

ギー吸収能力の評価をした文献はそれほど多くは

ない。2002年には直径600mmと800mmのすべり支

承を用いた繰り返し試験の結果3）が報告されてい

る。すべり面の温度が上昇するに伴い、摩擦係数

が低下していく。すべり板の温度が200℃くらいに

なったときに、摩擦係数は初期の半分程度まで低

下する点は、縮小試験体の結果と同じである。

また、免震構造設計指針（2001年日本建築学会、

pp210～211）には、弾性すべり支承（高摩擦タイプ）

の繰り返し耐久性に関する記述がある。面圧

（N/mm2）と最大速度（cm/s）を乗じたPV値を用いてす

べり支承の限界（最終破損時）を規定している。

3 まとめ
現在、長周期地震動による多数回の繰り返しに

伴い弾性すべり支承やダンパー機能をもつ積層ゴ

ムの発熱とエネルギー吸収性能の低下が懸念され

ている。このような懸念に対して、鉛プラグ入り

積層ゴム・高減衰積層ゴムおよび弾性すべり支承

（高摩擦・低摩擦タイプ）を用いて断熱状態での試

験を実施した。繰り返し試験による累積すべり量

は弾性すべり支承が300mであり、積層ゴムの累積

変位量は70mである。これは長周期地震動による応

答変形量に比べても十分な安全余裕度をもった繰

り返し変形量といえる。

今回実施した縮小試験体の実験から、断熱の有

無による影響はそれほど大きくないこと、得られ

た結果は既往の実験データと同様の傾向を示すも

のであった。発熱により試験体そのものには何も

不具合などは発生しておらず、十分なエネルギー

吸収能力を有することがわかった。LRBとHDRの

発熱（温度）の状況を多少なりとも明らかにするこ

とができた。LRBとHDRでは発熱の機構が異なる

ため、温度の上昇傾向が異なること、繰り返しに

伴う履歴面積の変化の仕方も傾向が異なることが

明らかとなった。

高摩擦タイプ（摩擦係数μ=0.13）の弾性すべり支

承の実験では、すべり板の裏側での温度が300℃を

超えるところまで試験を実施したが、摩耗粉が多

量に発生するもののすべり材の損傷は見られなか

った。しかし、摩擦係数は温度の上昇に伴いほぼ

逆比例して低下していく。摩擦係数は累積すべり

量が50m程度までは急激に減少し、μ=0.06まで半

減するものの、それ以降の摩擦係数の変化は小さ

い。高摩擦タイプが繰り返し変形を受ける場合に

は摩擦係数が繰り返しに伴い低下することを考慮

した設計や解析が必要になる。また、試験体が十

分冷却した後に実施した試験では摩擦特性は元の

状態に戻ることも確認できた。

低摩擦タイプ（μ=0.013）の試験では、累積すべ

り量が50m程度までは摩擦係数に変化はないもの

の、繰り返し回数100サイクル（累積すべり量で

100mくらい）以降から摩擦係数が上昇をしてくる。

しかし、累積すべり量で200mくらいまでは摩擦係

数に顕著な変動もみられず、すべり板の温度が

200℃までは摩擦係数の変化もほとんど見られな

い。摩擦係数の上昇はすべり材の損傷によるもの

と思われ、すべり材が損傷した原因については解

明が必要であるものの、低摩擦タイプのすべり支

承は繰り返しに伴う発熱の影響も受けず摩擦係数

の変化は小さいことが判明した。

弾性すべり支承の実験では、断熱材の有無によ

る発熱温度の差が確認された。最大温度で約50℃

の差がみられ、断熱板がある試験では加振終了後

の温度低下（冷却）もゆっくりである。そのため、今

後、実施する試験では適当な断熱条件で試験を行

37
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うことが望まれる。また、実験の妥当性を確認で

きる温度計測が行われるべきである。

今回のような断熱状態での多数回の繰り返し変形

を与える動的試験はこれまで実施されてきていな

い。加えてスケール効果の問題、すべり材の物性の

影響、試験装置や免震部材の鉄部からの放熱の効果、

さらには試験方法（繰り返し回数、振幅、速度）の

検討が必要である。今回の実験と同様に、様々な素

材やサイズの免震部材に対して終局状態までの加振

データを蓄積し、エネルギー吸収性能を適切に評価

するための特性値の変化を考慮した免震部材の復元

力特性のモデル化や今後の取り替えのための判断デ

ータに役立てることが求められる。

免震建物の地震時応答を正しく評価するために

も、使用する免震部材の履歴特性（剛性、降伏荷重、

摩擦係数など）を適切にモデル化することは不可欠

である。今回の実験で多数回の繰り返し試験を実施

した結果、履歴特性（履歴面積）は2サイクル目から

変化するということが明らかとなった。想定する応

答変形や繰り返し数（累積変形）に応じて適切に復元

力特性をモデル化することが非常に重要である。

参考文献

1）(社)日本ゴム協会編：設計者のための免震用積層ゴムハンドブック、

理工図書、pp131～132

2）近藤ほか：大振幅繰り返し変形を受ける積層ゴム支承の熱・力学的

連成挙動に関する研究（その6）、日本建築学会大会学術講演梗概集、

構造Ⅱ、21439、2007.8

3）日比野ほか：大口径弾性すべり支承の摩擦特性試験（その3）、日本

建築学会大会学術講演梗概集、構造Ⅱ、21252、2002.8
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1 はじめに
免震部材を構成する減衰材（ダンパー）に関する

技術報告ついては、これまでに、2006年の免震部

材部会ダンパー小委員会報告（第4回技術報告会）に

おいて、免震部材製造者が保有しているダンパー

に関する試験データを収集・整理して、これらの

試験データの分析・評価から各種ダンパーの限界

性能、基本性能、各種依存性を明らかにするとと

もに、ダンパーの性能比較や設計上の取り扱い、

施工・維持管理の留意点等についてまとめている。

また、これらの活動成果は、既にJSSI会員専用ペ

ージにWEB公開（http://www.jssi.or.jp/kaiin/kai-

index.htm 2007年7月23日掲載）し、免震構造協会

機関誌「MENSHIN」（NO57.2007.8）に報告されてお

り、2007年度からは、ダンパーにおける新たな知

見（実大試験データなど）、ダンパー接合部・取付

方法の事例検討、風荷重におけるダンパーの性能

評価、エネルギー吸収性能評価等の課題について

検討を進めている。

本報告では、各種ダンパーのエネルギー吸収性

能評価の現状と課題について最新の知見を踏まえ

て抜粋（鋼材ダンパー、鉛ダンパー、オイルダンパ

ー）を報告する。

2 ダンパーのエネルギー吸収性能評価
ダンパーの役割は、振動時のエネルギー吸収に

よって免震建築物に減衰性能を付与し、地震時に

生ずる上部構造と地盤との過大な相対変位を抑制

することにある。ダンパーは作動原理の面から、

図2.1に示すように①履歴系ダンパー②流体系ダン

パー③粘弾性系ダンパーの3種類に分類される。

2.1 履歴系ダンパー

2.1.1 鋼材ダンパー

鋼材ダンパーは、鋼材の曲げ変形時の弾塑性履

歴に伴うエネルギー吸収を利用したものである。

ループ状またはU型に加工した鋼材を複数本まとめ

たもの等があり、形状、材質、機構等に工夫をし

免震部材部会ダンパー小委員会の活動
－各種ダンパーのエネルギー吸収性能評価の現状と課題－

技術委員会・免震部材部会・ダンパー小委員会

委員長： 荻野　伸行 株式会社熊谷組

委　員： 猪口　敏一 カヤバシステムマシナリー株式会社 亀井　俊明 カヤバシステムマシナリー株式会社

北村　佳久 清水建設株式会社 中村　　嶽 株式会社大林組

野中　康友 安藤建設株式会社 馮　　徳民 株式会社フジタ

松本喜代隆 戸田建設株式会社 嶺脇　重雄 株式会社竹中工務店

安永　　亮 住友金属鉱山シポレックス株式会社 吉川　秀章 新日鉄エンジニアリング株式会社

ダンパー

履歴系ダンパー

流体系ダンパー

粘弾性系ダンパー

鋼材ダンパー、鉛ダンパー、
摩擦ダンパー

オイルダンパー
粘性ダンパー等 

ゴム系粘弾性ダンパー、
アクリル系粘弾性ダンパー
スチレン系粘弾性ダンパー等

図2.1 ダンパーの分類
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て、変形能力、耐久性、方向性等に優れた各種の

タイプが開発されている。

以下にU型ダンパーにおけるエネルギー吸収性能

評価について記述する。

（1）エネルギー吸収性能試験

試験は各メーカ又は大学が保有する試験機を用

いて、基本的には実大静的加力で行っており、動

的評価は主に縮小モデルにより実施している。

1）試験結果（提供データ）

エネルギー吸収性能試験の結果としては、実大試

験データ（静的）により評価した①「破断に到る回

数－振幅」、②「破断に到る吸収エネルギー量－振

幅」の2種類のグラフがサイズ毎に提供される。「破

断に到る回数－振幅」及び「破断に到る吸収エネル

ギー量－振幅」の一例を図2.1.1-1、2.1.1-2に示す。

また、最新の知見では、実大動的載荷試験の実

施及び米国カリフォルニア大学サンディエゴ校の

振動台を用いて大振幅（最大振幅±750mm）を考慮

した実大試験が実施され、以下の結果が示されて

いる。

●実大動的載荷試験（振幅±400、±750mm、周期

4秒　応答波）

NSUD50の単体試験体の定振幅（最大±400、±

750mm）の動的試験及び4本組の応答波（鷹取・El

Centro 1940 NS）による動的試験を実施した結果、以

下の事項が確認されている。

・履歴挙動は静的実験の結果とほぼ一致する。

・大変形を動的に与えても疲労性能は既往の実験

と対応する。

・既往の静的実験による破断に至るまでの総エネ

ルギー量は動的載荷により低下することは無い。

2）繰返し耐久性における各種依存性

①速度依存性：

・U型ダンパーの静的試験での破断回数に対する

動的試験での破断回数の比は、0度方向で－19%、

45度方向で－31%、90度方向で－4%となってお

り、動的試験は静的試験に比較して破断回数が

下がる傾向がある。

・静的と動的における1サイクルの吸収エネルギー

量を比較すると、動的の方が5%程度大きい。

・実大と縮小モデルによる破断回数を比較すると、

実大試験体を用いた試験では縮小試験体を用い

た試験に比較して破断回数が少なくなる（12%程

度）傾向がある。

図2.1.1-3 定変位振幅下における疲労特性 図2.1.1-4 破断に至るまでのエネルギー吸収量

図2.1.1-1 加振振幅と破断回数の関係

（U 型ダンパー）

図2.1.1-2 加振振幅と破断に到る吸収エネルギーの関係
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②方向性依存：

加力試験は1方向定変位での試験のため、応力が

集中しやすい状況で行っている。これに対して、

地震は1方向1変位でないことから応力が分散する

形となり、より安全側の結果となるものと考えて

いる。しかし、2方向載荷試験のデータは少ない。

U型ダンパーにおける2方向載荷試験の一例を表

2.1.1-2に示す。

③繰返し回数依存性：

破断までの履歴特性の変化として、U型ダンパー

の単体及び複数本における試験結果を図2.1.1-6～

2.1.1-9に示す。

破断直前まで履歴特性は安定しており、減衰性

能が破断に到る過程で大きく減少することは無い。

累積変位量と降伏荷重 Qyの変化率の関係では、

累積変位量が増加するに従い降伏荷重 Qyの変化率

は徐々に減少し、破断前には0.7～0.8となる。

1
実大
5
実大
7
実大

面内
0度

45度

面外
90度

20

30.3
29.4
28.2
27.9
28.2
27.5

20.4
20.1
16.3
16.5
11.3
11.6

2236
2113
2015
1875
1752
1688

0.80
0.78
0.83
0.82
0.92
－

62
55
111
99
181
－

試験体 加力方向 振幅
(cm)

降伏せん断力
(KN)

1次剛性
(KN/cm)

1サイクル吸収エネルギー
(KN・cm)

繰返し回数依存性
W1(50)/W1(3)

破断
回数

表2.1.1-1 実大と縮小試験体との比較（縮小試験体は換算値）

長半径19.4cm

短半径9.7cm

±19.4cm

R=19.4cm

R=16.2cm

±19.4cm

オフセット
19.4cm

±19.4cm

オフセット
19.4cm

試験体
No. 加力方式 加力図

1

2

3

4

5

6

33サイクル目で破断

48サイクル目で破断

正円5サイクル目で中断、
面内方向±16.2cm加力で
35サイクル目で破断

正円4サイクル目で中断、
面内方向±19.4cm加力で
17サイクル目で破断

楕円6サイクル目で中断、
面内方向±19.4cm加力で
11サイクル目で破断

29サイクル目で破断

楕円
長半径19.4cm
短半径 9.7cm

面内方向
±19.4cm

正円
R=19.4cm

OFFSET45度
19.4cm
↓
45度
±19.4cm

正円
R=16.2cm

OFFSET面外
19.4cm
↓
面内

±19.4cm

試験結果

表2.1.1-2 方向性試験の一例（U型ダンパー)

図2.1.1-5 破断回数と最大速度(U 型ダンパー)

図2.1.1-6 破断に到るまでの履歴特性（U型ダンパー) 図2.1.1-7 繰返し回数と1 サイクルのエネルギーの比
（U型ダンパーNSUD45 単体0度振幅200mm)
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（2）限界性能に関する考え方

鉄の融点は1,537℃程度であり、他の免震部材に

使用される、鉛の融点327℃程度などと比べて非常

に高い。このため、温度による溶解は起こらず、低

サイクル疲労の回数にて限界性能を決定している。

（3）エネルギー吸収性能評価

1）破断回数による評価

変動振幅加振を受ける鋼材の低サイクル疲労の

破断限界評価法として一般的に用いられるMiner則

を適用して検討する。

2）エネルギーによる評価

疲労寿命を繰返し回数ではなく、振幅レベル毎

に破断に至るまでの吸収エネルギーで評価する場

合、評価式は累積損傷度をエネルギーで表現した

式となる。実際に地震を受けたダンパーの評価を

オービット記録より行う場合、入力エネルギーは

X、Y2方向の和をとる（2方向入力の場合ダンパー

の損傷箇所が集中しないため、安全側の評価とな

ると考えられる）。

2.1.2 鉛ダンパー

鉛ダンパーは、円柱状などに加工した鉛の変形

時の弾塑性履歴に伴うエネルギー吸収を利用した

ものである。履歴特性が完全弾塑性に近い形状と

なるため、大きなエネルギー吸収能力が期待でき

る。鉛は塑性変形により生じた結晶格子の欠損が、

常温での再結晶により解消されるという性質を持

ち、きわめて延性に富んだ特性を示す。また、鋼

材に比べて早期に降伏を促すことができ、比較的

小変形時から減衰性能を発揮することが期待でき

る。また、過大な塑性変形が局部的に繰返し集中

しないように形状を工夫している。

以下に、主にU2426型ダンパーにおけるエネルギ

ー吸収性能評価について記述する。

（1）エネルギー吸収性能試験

試験は大学が保有する試験機を用いて実施して

おり、基本的には動的加力（0.33Hz）で行っている。

なお、試験機の制約上、振幅が大きい領域では1/4

～1/8サイズの試験体を用いている。

定振幅加振において、破断・溶断または1サイク

ル吸収エネルギーがW1/2以下となる時点までの総

吸収エネルギー量としている。

1）試験結果（提供データ）

エネルギー吸収性能試験の結果としては、上記

試験データにより評価した下図に示す「総吸収エ

ネルギー量－振幅」、「繰り返し回数－振幅」のグ

ラフが提供される。

加振振幅とエネルギー吸収量の関係及び加振振

幅と繰返し回数の関係を図2.1.2-1、2.1.2-2に示す。

図2.1.1-8 累積変位量と降伏荷重の変化率
（U 型ダンパーNSUD45 単体0 度振幅200mm)

図2.1.1-9 累積変位量と降伏荷重の変化率
（U型ダンパーNSUD45×6 A度振幅650mm)

09_02_技術委員会報告7.qxd  10.2.15 1:59 PM  ページ 42



技術委員会報告－ 7 43

技術委員会報告 ― 7

2）繰返し耐久性における各種依存性

1サイクルエネルギー吸収量は繰返し回数の増加

に伴い低下する傾向にある。振幅±5mm（0.5Hz）、

±20mm（0.5Hz）、±400mm（0.33Hz）の破断までの

試験が実施されている。その振幅±5mm、±

400mmの履歴特性を図2.1.2-3、2.1.2-4に示す。また、

繰返し回数とエネルギー吸収量の関係を図2.1.2-5

に、累積変位量と降伏荷重の変化率の関係を

図2.1.2-6に示す。

これによると、振幅±5mmでは繰返し回数9000

回までにおいて、エネルギー吸収量にほとんど変

化は見られない。振幅±20mmでは6780回目におい

ては、初期の約20%まで低下した。振幅±400mm

では20回目で約70%まで低下し、25回を超えてから

破断した。

また、降伏荷重は、累積変形量の増加に伴い低

下する傾向にある。振幅±5mmでは累積変形量

170mまでにおいて、降伏荷重にほとんど変化は見

られない。振幅±20mmでは累積変形量が増加する

のに伴い降伏荷重は低下し、550mでは初期の約

20%まで低下した。振幅±400mmでは累積変形量

25mで約80%まで低下し、40mで約50%まで低下後

に破断した。

図2.1.2-3 繰返し加力試験結果
（P 方向0.5Hz、振幅±5mm）

（U2426 型実大）

図2.1.2-4 繰返し加力試験結果
（P 方向0.33Hz、振幅±400mm）

（U2426 型実大）

図2.1.2-1 加振振幅とエネルギー吸収量の関係
（U2426 型）

図2.1.2-2 加振振幅と繰返し回数の関係
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（2）限界性能に関する考え方

鉛の融点は327℃程度であることから、エネルギ

ー吸収性能の限界は、主に温度上昇による鉛鋳造

体の軟化、溶解、破断により決定する。

（3）エネルギー吸収性能評価

前述のエネルギー吸収性能評価の各グラフによる。

2.2 流体系ダンパー

巨大地震の発生に伴う長周期地震動に対する流

体系ダンパーの性能について、既往の知見を収集

整理することを目的として、各ダンパーについて

地震時の繰返しにより発現すると考えられる限界

状態とそれに対する余裕度について整理している。

対象とした流体系ダンパーは、オイルダンパー、

壁型粘性ダンパー、筒型粘性ダンパー（減衰こま）、

フルード粘性ダンパーであるが、ここでは、オイル

ダンパーのエネルギー吸収性能について記述する。

2.2.1オイルダンパー

（1）限界状態

1）地震応答による大きな（または長時間の）エネル

ギー投入により想定される限界状態

限界状態として温度上昇による油漏れが想定さ

れる。単位時間当たり入力熱量がオイルダンパー

の熱容量を超え、外壁温度が100℃以上になると作

動油の滲み出しが生じるという知見がある。これ

はシールの材料特性による。但し、タンク室の油

量は余裕があるので直ちに減衰低下は生じない。

余裕を見て外壁温度80℃を許容値としている。

2）限界状態の発現に対して免震部材の実験などに

よって確かめられている知見

・制震用ダンパーについては、0.25Hz，±20mmの

連続加振で600秒弱で温度80℃に上昇するが、ダ

ンパー性状にほとんど変化は見られない。

・風揺れ想定の長時間（24時間）試験の実施データ

あり。（飽和温度まで試験）

・出荷検査時は、上昇温度は外壁60℃を超えるこ

とは無い。

図2.1.2-5 繰返し回数とエネルギー吸収量の関係（U2426型）

図2.1.2-6 累積変位量と降伏荷重の変化率の関係（U2426型）
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3）構成材料の特性から得られている知見

・車両用のオイルダンパーで、外壁温度とシール

性の試験は実施しており、シール材質は、ほぼ

同一であるので耐熱性は同一と考える。

・シールメーカの推奨限界温度（カタログ値）は下

表のとおり。

4）限界状態発現の有無を定量的に推定する手法

・ダンパー各部における熱の収支を評価した理論

式により温度上昇は比較的明確に予測できる。

ユーザーより提供されたダンパー部の変位時刻

歴によって温度上昇を予測することで限界状態発

現の有無を評価した例を以下に示す。（評価例にお

いては、ダンパー外壁からの放熱量の比率は小さ

く、入力エネルギーの殆んどがダンパー部温度上

昇に反映されている。）

図2.2.1-5 入力熱量、蓄積熱量、放熱熱量 図2.2.1-6 外壁温度（周囲温度25℃）、温度上昇

図2.2.1-1 履歴形状
（0.25Hz、振幅±20mm、加振回数：150サイクル）

図2.2.1-2 履歴形状
（0.25Hz、振幅±27mm、加振回数：75サイクル）

図2.2.1-3 加振時間と上昇温度（シリンダー中央の外壁温度）
（0.25Hz、振幅±20mm、加振時間：600s）

図2.2.1-4 加振時間と上昇温度（シリンダー中央の外壁温度）
（0.25Hz、振幅±27mm、加振時間：300s）
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3 まとめ
各種ダンパーにおけるエネルギー吸収性能評価

については、金属材料、粘性材料、機構等によっ

て、各々異なる限界状態を示す。表3.1にエネルギ

ー吸収性能評価に関する知見の一覧表を示す。

4 あとがき
ダンパー小委員会では、材料認定を取得し、免

震構造に一般的に用いられているダンパーについ

て、各部材メーカが保有している、基本性能の他、

製作・施工・維持管理や交換基準・交換方法、エ

ネルギー吸収性能評価等について最新の知見を踏

まえ検討している。

これらのデータは、今後の免震部材の開発や、

免震構造の設計において有用な資料となるものと

考えている。

謝辞

各部材の基本データの提供・整理および各種の

解析検討においては、各委員と部材メーカの方々

に多大なるご協力を頂きました。ここに深く謝意

を表す次第であります。
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限界状態：鉄の融点は1537℃と高いため、低サイクル疲労により限界性能（破断）に到る。 
提供データ：各サイズ毎の破断までの繰返し実験による①振幅－破断回数②振幅-破断に到る吸収エネルギー量 
速度依存：縮小モデルによる破断回数は、動的試験/静的試験で-4～-31％ 
方向性依存：各加力方式による破断回数　オフセット＞楕円＞正円 
繰返し回数依存：破断直前まで履歴曲線は安定 
課題：実大動的加力試験、2方向加力試験、台風時の挙動

限界状態：鉛の融点は327℃であることから、主に温度上昇による鉛鋳造体の軟化、溶解、破断により限界性能に
到る。 
提供データ：2タイプ（U180型・U2426型）の破断・溶断までの繰返し実験による①振幅－破断回数②振幅-破断
に到る吸収エネルギー量 
繰返し回数依存：3種類の振幅による実大動的加力実験を実施。振幅±5mm繰返し回数9000回まで1サイクル
のエネルギー吸収性能の変化無し、振幅±20mmでは、6780回目でエネルギー吸収性能及び降伏荷重が20％程
度低下、振幅±400mmでは、25回を超えて破断。 
課題： 2方向加力試験、台風時の挙動

限界状態：摩擦材（超高分子ポリエチレン）の融点は135℃であることから、摩擦熱によりステンレスの滑り板の接
触界面で溶融現象が起き、繰返し加力により、摩擦係数が低下するが、エネルギー吸収は継続的に保持される。 
提供データ：繰返し実験による吸収エネルギー量-経過時間 
速度依存：早い速度では継続時間が長い場合には、依存性（摩擦係数の低下）が見られる。 
方向性依存：方向性依存は無い 
繰返し回数依存：繰返しの増加に伴い、摩擦係数は低下する傾向にあるが、通常の地震では十分性能を発揮。 
課題：長時間の実大動的加力試験

限界状態：温度上昇による油漏れで限界性能に到る。シールの材料特性から外壁温度80℃を許容値と設定。 
提供データ及び知見：制震用ダンパーの繰返し加力実験による、履歴性状及び温度上昇-加振時間。ダンパー性
状にほとんど変化は見られない。 
限界状態の推定方法：熱の収支を評価した理論式により温度上昇の推定が可能。継続時間110秒の地震応答
解析結果例では、温度上昇は20℃（シリンダー外周温度45℃）であり、通常の地震動では十分熱容量がある。 
課題：免震用ダンパーの実大動的加力試験

限界状態：温度上昇（200℃以上で粘性体の沸点）による粘性抵抗力及びエネルギー吸収能力の低下が生じ、
機構上の限界変形で限界性能に到る。 
提供データ及び知見：制震用ダンパーの繰返し加力実験による、履歴性状及び温度上昇-加振時間。粘性体は繰
返し応力を受けても特性変化はない。 
限界状態の推定方法：実験による温度上昇と減衰力特性式により求まるエネルギー吸収量から計算した温度上昇
との比較から、温度シフト量を提示できる。 
課題：免震用ダンパーの実大動的加力試験、熱収支を考慮した評価方法

限界状態：温度上昇による設計上の限界値を設定。想定入力に対する最高温度70℃を許容値と設定。限界状
態は想定していない。 
提供データ及び知見：繰返し加力実験による、履歴性状。ループ最大荷重及び形状にほとんど変化は見られない。 
限界状態の推定方法：限界温度は経験的に設定。 
課題：免震用ダンパーの実大動的加力試験、限界状態の明確化

限界状態：粘性体の特性変化及び温度安定性、金属疲労について検討。限界状態は想定していない。 
提供データ及び知見：繰返し加力実験により、減衰抵抗力の変動が把握されている。 
限界状態の推定方法：減衰抵抗力の低下を表す係数が設計式に組み込まれている。 
課題：実大動的加力試験及びその結果に基づく現状の知見による推定手法の検証。

限界状態：繰返し変形により、粘弾性体に部分的な剥離又は皺が生じる。限界状態は、皺が亀裂に進展し、破断
に到る破壊モードが推定できる。 
提供データ及び知見：繰返し加力実験により、最大荷重の低下は見られるが、部分的な剥離・皺を除き、ダンパー
の目視上の損傷は無い。通常の地震により破壊到ることは無いという見解。 
限界状態の推定方法：繰返しによる最大荷重の低下については、実験結果を含め統一的評価が可能、詳細検討
用復元力モデルに組み込まれている。 
課題：実大動的加力試験、投入エネルギーとダンパーの温度上昇及び放熱量評価、温度上昇とダンパー特性の
相関についての評価手法の拡張。

分類 種類 エネルギー吸収性能評価
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表3.1 各種ダンパーのエネルギー吸収性能評価
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1 はじめに
欧米および日本の研究者が中心となって設立し

たASSISi（Anti-Seismic Systems International Society）

および中国・広州大学の共催による標記国際会議

（11th World Conference on Seismic Isolation, Energy

Dissipation and Active Vibration Control of Structures）

が2009年11月18日から20日の3日間、広州市の広州

白雲国際会議センターにおいて開催されました。

この国際会議は1989年の米国・サンフランシスコ

を皮切りに、2年に一度のペースで日本（1991、

2005）、イタリア（1993、1997、2001）、チリ（1995）、

韓国（1999）、アルメニア（2003）、トルコ（2007）で

開催されてきました。第11回を数える今回、馮委

員（フジタ）と筆者が国際委員会を代表して参加して

きましたので、会議の様子をご報告いたします。

日本からはこの他、和田教授（東京工業大学）、三

山教授（帝塚山大学）、鮫島氏（ブリヂストン）、宇

野氏（オイレス工業）が参加されました。

ちなみに亜熱帯地方に属する広州市ですが、会

議が開催された3日間は50年振りとも言われる寒気

に見舞われ、参加者一同寒さに震えながらの会議

出席となりました。

2 国際会議の概要
会議は3日間の日程で開催され、20ヶ国から計

182名が参加しました。会議に先立って投稿された

論文は計127編にも上ります。初日は招待講演者に

よる発表、2日目から3日目の午前までは一般講演

者の発表、3日目の午後は広州市内の免震・制振建

物見学ツアーが行われました。また初日と2日目は

講演に並行してポスターセッションおよび中国の

免震装置メーカーを中心とする15社の技術展示が

行われました。

初日は筆者を含む14名の招待講演者による発表

およびパネルディスカッションが行われました。

発表者および講演題目概要は次の通りです。

(1) Zhou教授（中国）：中国の免震・制振の状況

(2) Martelli教授（イタリア）：イタリアおよび周辺

国の免震・制振の状況

(3) Benzoni氏（米国）：米国の免震・制振の状況

(4) 和田章教授（日本）：弾力的な都市実現のため

の先進的な耐震設計

(5) Eisenberg教授（ロシア）：ロシアの免震・制振

の状況

(6) Stiemer教授（カナダ）：カナダの免震・制振の

状況

(7) Erdik教授（トルコ）：トルコの免震・制振の状

況

(8) Lu教授（中国）：四川地震後の制振技術の適用

事例

(9) 濱口弘樹（日本）：約20年間使用した積層ゴム

の経年変化

(10) Singh教授（米国）：最適性能設計における制

振

(11) Kelly教授（米国）：圧縮曲げを受ける積層ゴ

ムの中間鋼板の応力

(12) Whittaker氏（ニュージーランド）：ニュージー

ランドの免震・制振の状況

(13) Koh教授（韓国）：韓国の免震・制振の状況

(14) Melkumyan教授（アルメニア）：アルメニアの

免震・制振の状況

ほとんどの講演者が各国の最新の研究開発概況、

ASSISi・広州大学共催
「第11回免震構造・制振構造に関する国際会議」

国際委員会委員
竹中工務店
濱口弘樹
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3日目の午後にはテクニカルツアーが行われ、広

州市内の3ヶ所の建物を訪れました。広州大学耐震

研究センターの実験棟では大径積層ゴムの圧縮せ

ん断試験、オイルダンパーの動的加振試験等を見

学しました。建設中の広州TV＆観光タワーでは地

上450mに設置されたハイブリッド・マスダンパー

を見学しました。このシステムは650tonのマスを有

するTMDの上に50tonのAMDが載るユニークなもの

で、タワーの風揺れ低減を目的に設置されたもの

です。最高高さ610mに達する本タワーは2010年秋

に竣工予定とのことです。広州科学センターは大

規模な建物の一部分に1階柱脚免震構造が採用され

ています。メガストラクチャーの高軸力を支持す

るために1本の柱に複数の積層ゴムが配されている

のが特徴です。

3 まとめ
今回の国際会議には世界各国から多くの高名な

教授や気鋭の研究者が参加し、活発な議論を繰り

広げました。また中国からの参加者を筆頭に、参

加者の多くが免震・制振技術に対して明るい希望

と大きな自信を抱いており、筆者も大いに刺激を

受けました。

最後に、議長として本国際会議を大成功に導くと

ともに、この素晴らしい会議に筆者を招待して頂い

た広州大学のFu Lin Zhou教授に感謝いたします。

建物への適用事例、設計概念などに関する発表を

行った中、筆者はKelly教授とともに積層ゴムに関

する詳細な研究成果を紹介しました。筆者の発表

に対する質疑では、ニュージーランドのRobinson氏

から直々にご意見を頂くなど、参加者に小さくな

いインパクトを与えることに成功したものと自負

しています。

講演終了後には広州市中心部を流れるPearl River

を航行するクルーズ・ボート内でウェルカム・パ

ーティが開催されました。

2日目から3日目の午前にかけては、計32名の講

演者による発表が行われました。日本からは馮委

員が免震・制振建物の性能設計について、鮫島氏

が高減衰ゴムの水平2方向同時加振に着目した振動

台実験についての発表を行いました。

また2日目の夜には会議センター内のホールで盛

大な宴会が開かれました。Zhou教授を始めとして

並み居る大教授たちが次々とスピーチを行う中、

筆者も何故か急遽スピーチを求められるというサ

プライズがありました。

3日目の昼前には、免震・制振の現状と今後の方

向性について議論が行われ、以下の結論を得ました。

(1) 地震から逃れることはできないが、耐震技術に

より被害を低減することは可能

(2) 免震・制振技術は現在のところ最良の解決策

(3) 免震・制振技術はこの40年間で劇的に躍進した

(4) 今後解決すべき課題は、3次元（上下）免震、超

高層建物・断層直近の建物・原子力発電所の免

震、世界中の地震国への迅速な適用拡大、など

写真1 会議場の様子（開演前） 写真2 Zhou教授スピーチ 写真3 パネルディスカッション
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写真4 テクニカルツアー（広州大学耐震研究センター、広州TV＆観光タワー、広州科学センター）
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1 IRRI-IRRDB国際ゴム会議について
IRRI（ Indonesia Rubber Research Institute）

およびIRRDB（International Rubber Research and

Development Board）が主催する、International Rubber

Conference 2009に、東北大学原子分子材料科学高等

研究機構（WPI-AIMR）の西敏夫教授と筆者の二名が

参加した。当会議は、2009年10月26日と27日の二

日間、インドネシアのボゴール市内Salak The

Heritage Hotelに於いて開催された。当国際会議は、

天然ゴム産出国によるゴム産業振興と発展のため

の技術交流を目的としており、主な参加国はマレ

ーシア、インドネシア、インド、ベトナム、タイ、

中国等のアジア諸国、ナイジェリア等のアフリカ

諸国のほか、欧州からは上記地域の旧宗主国であ

る英国、フランスなどである。26日には、天然ゴ

ムに関する近年の研究開発についての各国からの

発表があり、27日には、“The Use of NR Seismic

Bearings for Protection of Structures”と題して、免震用

積層ゴムに関する特別講演会が実施された。また、

2 6日は会議と並行して、ジャワ島西南部の

Pelabuhan Ratuにあるインドネシアで最初の免震建

築（3棟目を建設中）であるアパートの見学会が開催

され、免震関係者は皆こちらに参加した。当会議

の参加者は2日間で約200名程度である。なお、本

会議のためにJSSIの免震紹介の英文パンフレットお

よびDVDが、免震講演会参加者に配布された。

ボゴール市は、首都ジャカルタから約60km、車

で1時間の距離にある、小さく静かな避暑地である。

ちなみに、ボゴールは“雨の街”というニックネーム

があるほど雨が多い土地である。街の中心には大

統領宮殿と、それに隣接して世界的にも有名なボ

ゴール植物園があり、広大な庭園の中に珍しい数

多くの熱帯樹木や美しい花々や果実を観察するこ

とができる。また、ボゴール市には当会議の主催

者であるIRRI（インドネシアゴム研究所）の研究施設

があり、会議終了後に、西先生と筆者を案内して

頂いた。

2 免震特別講演会での発表内容
免震講演会の主な参加者とその発表タイトルは

以下の通りである（表1）。

まず、米国からは、当初カリフォルニア大学バ

ークレー校のKelly教授が参加予定であったが、ご

都合により不参加となり、Coffman Engineers社の

Hussain氏（写真1）が参加した。Hussain氏は、主に

米国西海岸で数多くの免震建築を手がけた構造設

計者で、過去のJSSI主催の国際シンポジウムにも招

待講演されたことがある。今回も基調講演者とし

て、米国における最近の免震建築の普及状況につ

いて講演された。米国では、年に2、3棟の免震建

物がカリフォルニア州など西海岸地域で建設され

ており、このペースは従来から変わらず、日本な

どと比べると普及速度は遅い。その要因のひとつ

として、免震建築に関する基準が保守的であり、

免震構造にすることによる経済的メリットを享受

しづらいことを挙げていた。

ホスト国であるインドネシアからは、バンドン

工科大学のPribadi教授から近年のインドネシアにお

ける地震災害についての紹介がなされ、インドネ

シア構造者協会のスカムタ会長より、“Why do our

buildings fail in earthquake”と題して、インドネシア

における構造物の耐震性に関する問題点と今後の

対策に関する発表があった。

IRRDBの代表として、マレーシアからMRB

インドネシア・IRRI-IRRDB
天然ゴム国際会議に参加して

ブリヂストン
室田　伸夫
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（Malaysian Rubber Board、マレーシア・ゴム研究開

発機構）のKamarudin氏（写真2）から、現在進行中で

あるイラン・テヘラン郊外における巨大な免震ア

パートのプロジェクトについての紹介があった。

このプロジェクトの詳細内容については、

MENSHIN2009年2月号に紹介記事があるので、内

容は割愛させていただく。なお、Kamarudin氏は、

免震用積層ゴムISO規格策定委員会のマレーシア代

表でもあり、これまで多くの免震プロジェクトに

ついて、免震用積層ゴムの開発・設計者として携

わってこられた方である。

英国からは、TARRC（Tun Abdul Razak Research

Centre）からAhmadi氏およびMuhr氏が参加し、見学

会が行われた免震アパートについての設計、これ

までの観測記録に関する発表があった。TARRCは、

1930年代に設立された英国のゴム技術に関する研

究機関であり、材料技術から応用製品開発まで広

範囲な研究を行っている。米国での最初の免震建

築であるFoothill郡裁判所の高減衰免震ゴムの材料

開発を担ったMRPRA（Malaysian Rubber Producers

Research Center）は、TARRCの前身である。

さて、今回我々が日本から参加した経緯は、西

先生は、免震用積層ゴムISO規格策定作業部会の委

員長であり、筆者がその幹事を務めていることか

ら、今回ISO委員の一人である前述のKamarudin氏

より招待されたものである。まず、西先生からは、

“Recent Progress on Elastomeric Isolators to Protect

Buildings and Bridges from Earthquake in Japan”と題

して、近年の日本における免震技術や特徴的な免

震建物が紹介された。免震建物の棟数の推移、免

震建物の種類と傾向、中越地震、宮城内陸地震、

中越沖地震等の近年の主な地震における免震建物

の観測記録、超高層建物や半導体等先端産業工場

への適用事例など、近年の免震技術の適用範囲の

拡大などで、特に多くの免震事例について写真や

図を用いたビジュアルな説明が大変わかりやすく、

写真1 Hussain 氏による基調講演 写真2 （左から）西教授、Kamarudin 氏、および筆者

Status and challenges of the applications of seismic 
rubber bearings
The impact of recent earthquake-structural damage, 
economic and social consequences
Why do our buildings fail in earthquake

Recent progress on elastomeric isolators to protect 
buildings and bridges from earthquakes in Japan
Application of seismic rubber bearings for the Iranian 
Project in Parand
A review of the use of seismic rubber bearings for the 
Indonesian and Algerian buildings
Comparison of the design of Pelabuhan Ratu bearings 
with the recent code
Development of ISO standard for Seismic Isolator

Mr. Saif Hussain

Dr. Krishna S.Pribadi

Mr. Davy Sukamta

Professor Toshio Nishi

Dr. Kamarudin Ab Malek

Mr. Hamid Ahmadi

Dr. Alan Muhr

Nobuo Murota

Coffman Engineers, Inc. CA, USA

Bandung Institute of Technology-ITB, 
Indonesia
President of Indonesian Association for 
Civil and Structural Engineers, Indonesia
WPI-AIMR Tohoku University, Japan

IRRDB Liaison Officer, Malaysian Rubber 
Board, Malaysia
TARRC, England

TARRC, England

Bridgestone Corporation, Japan

タイトル 発表者 所　属

表1 IRRI-IRRDB International Rubber Conference 2009 主な参加者および発表タイトル
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て免震普及に対するさらなる期待とともに、なか

なか普及が進まないことへの苛立ちも感じた。特

に、主催されたインドネシアの方々にとって、地

震被害対策は国家にとっての最重要課題のひとつ

であり、我々との活発な議論の中にその情熱を感

じ取ることができた。

多くの参加者の興味を引いた。筆者からは、

“Development of ISO Standard for Seismic Isolator”の

タイトルで、2005年に発効された免震用積層ゴム

支承のISO規格ISO22762-2005“Elastomeric Seismic-

Protection Isolators”に関する紹介を行った。規格の

概要と破断試験や引張試験の様子をビデオ映像で

紹介し、免震ゴムの設計則や各種試験データの説

明を行った。特に免震ゴムの引張破断の映像では、

免震ゴムが高さ方向に2倍以上も伸張する様子に驚

きの声が上がっていた。

講演者からの発表が終了した後はパネルディス

カッションが開かれ、Hussain氏、Kamarudin氏、西

先生等が参加した。テーマは、“Future Challenges for

NR Seismic Bearings”であり、インドネシアで免震を普

及させるためには、どうすれば良いか、との点で

大いに議論が進んだ。インドネシアでは前述の免

震アパートの他、現在2棟の免震計画が進行中であ

り、このような会議を契機として地震被害に苛ま

れるインドネシアでの免震構造の普及が進めば、

すばらしいことと思われる。なお、会議は、全体

を通して、大変インタラクティブな雰囲気で進め

られ、多くの質問者と議論で大いに盛り上がった。

3 免震建物見学会について
10月26日には、インドネシアでの免震第一号建

物である、ジャワ島西南部のPelabuhan Ratuにある

アパートメントの見学会（写真3）に参加した。建物

は、4階建てRC構造で、平面寸法が約18m×8mであ

る。このプロジェクトは、実はデモンストレーシ

ョンであって、実際に居住者はいない。2種類の高

減衰ゴム系支承（写真4）が使用されており、設計変

位時において各々せん断弾性率G=0 .44MPaと

0.79MPa、等価減衰定数はどちらも9％である。寸

法諸元は、有効ゴム直径が310mm、総ゴム厚

97.5mmと非常に小さいことには驚かされた。設計

面圧がAタイプ：5.1MPa、Bタイプ：9.7MPa、設計

周期2.0sec、設計変位101mm、限界変位223mmとな

っている。フランジ接合部はRecess-ring式（図1、文

献1）で、限界変位は破断や座屈ではなく、転倒で

決定される。

4 おわりに
2日間にわたる今回の会議に参加し、免震技術に

かかわる研究者や設計者との交流を通して、改め
図1 Recess ring による接合方式（文献1）

文献1

Keith N.G.Fuller and Alan H. Muhr, “Current Research at MRPRA

on Rubber Bearings for Seismic Isolation”, Proceedings of

International Workshop on use of rubber-based bearings for

earthquake protection of buildings, Shantou, China, May 17-19,

1994’ pages A-11 to A-26.

写真3 Pelabuhan Ratuの免震アパート

写真4 直径310mmのHDRと主人の三毛猫
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1 はじめに
入力地震動小委員会では、地震および地震動に関

する見識を深める目的で、各地の活断層や過去の地

震跡、地震被災状況などを視察し、同時に当該断層

および地震に関する勉強会を開催しております

（MENSHIN NO.59,63参照）。5回目となる今回は

2009年10月18、19日に、根尾谷断層の視察や、京都

大学防災研究所の訪問などを行いました。参加者は

瀬尾委員長ほか、栗山、境、仲林、長谷川、山崎、

吉井、井川の委員です。概要を報告します。

2 根尾谷断層と地震断層観察館
1891年10月28日に東海地方を襲った濃尾地震（マ

グニチュード8.0）は、日本の内陸部で起きた地震と

しては最大級の直下型地震で、7,000人を超える

人々が亡くなられました。この地震は温見断層、根

尾谷断層、三田洞断層などのずれにより生じました。

これらの断層は濃尾断層帯と呼ばれ、福井県東部か

ら岐阜県西部の延長80kmにおよび、世界的に見て

も大規模なものです（図1）。震源地の根尾水鳥地区

（岐阜県本巣市）では上下に6m、長さ1,000mにもな

る断層崖が隆起しました。この断層崖が根尾谷断層

であり、昭和27年に国の特別天然記念物に指定され、

現在も見ることができます。この断層をまたいで地

震断層観察館（岐阜県本巣市）が建てられています。

大災害の記憶が風化しないように、また災害に対す

る心構えを次の世代に伝えるようにという思いをこ

め、濃尾地震100周年記念事業の一つとして建設さ

れました。

今回訪れたのは地震断層観察館とその周辺にある

根尾谷断層です。地震断層観察館には地震資料館、

地下観察館などがあります。地震資料館では、パネ

ルや模型、映像などにより地震についての学習がで

き、地下観察館では、根尾谷断層を真上から掘り下

げ、地震により断ち切られた地層の食い違いを見る

ことができます（写真1,2）。

入力地震動小委員会　視察会
（根尾谷断層、京都大学防災研究所、奥村記念館）

技術委員会　入力地震動小委員会　委員

鴻池組 井川　望

委員会報告

地震によって
隆起した地層

地震前の地層

写真2 地震断層観察館　地下観察室

（中央の断層面に沿い右側の地盤が6m隆起している

ことが分かります）

図1 濃尾断層帯　地震調査研究推進本部の資料に加筆

（矢印の範囲が根尾谷断層、☆印付近が視察地点）

写真1 根尾谷断層（写真左端）と地震断層観察館
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3 京都大学防災研究所
京都大学防災研究所は京都大学宇治キャンパスに

あり、自然災害の機構解明や災害防止に関する研究

が行われている研究所です。

今回、防災研究所地震災害部門の岩田知孝教授に

ご講演いただき、その後、質疑にもお答えいただき

ました（写真3）。講演は「南海地震による大阪での

長周期地震動の予測」というタイトルで、震央から

二百数十km離れた苫小牧でタンク火災が生じた

2003年十勝沖地震での長周期地震動と南海トラフで

の巨大地震を想定した大阪での地震動予測について

紹介いただきました。強震動の予測には地盤構造モ

デルや震源モデルが必要であり、観測記録などをも

とに、より詳細なモデルが構築されてきています。

過去の地震はある程度再現することができるように

なってきているが、将来の地震動の予測には、アス

ペリティの特性や地盤モデルの改良など課題も残さ

れているとのことでした。南海トラフでは100～150

年間隔でプレート境界地震が発生しており、1940年

代の東南海、南海地震から、すでに60年以上たって

おり、大きな揺れに襲われる日は確実に近づいてい

ます。

岩田教授との懇談の後、社会防災研究部門の松島

信一准教授に振動台を案内していただきました。振

動台のテーブルは3m×5mで、兵庫県南部地震での

観測記録も実スケールで再現できるものです。あい

にく実験は行われていませんでしたが、振動台の周

りには、過去の実験で使われた試験体が置かれてお

りました。

防災研究所のある宇治キャンパスへは前面の道路

から数mの斜面を下りて入っていきましたが、その

斜面が黄檗断層であることを聞き、日本全国、いた

るところに断層があることを改めて知らされました。

4 奥村記念館
宇治から少し足を延ばし奈良公園内にある奥村記

念館を訪れました。この建物は2009年の日本免震構

造協会賞の作品賞（啓発普及功績賞）を受賞した免震

建物です。今回の視察を計画中にMENSHIN（NO.65）

で受賞の記事を読み、興味を持ち、訪れることとな

りました。

この建物は無料のレストルームや展望フロアなど

がある観光案内所です。その中に免震の模型や体験

装置などがあり、免震ピットもガラス張りで積層ゴ

ムなどの装置を誰でも見ることができます。

我々が視察している間にも、日本人や外国人の観

光客が訪れ、免震体験装置を体験する光景などが見

られました（写真4）。

5 まとめ
根尾谷断層、振動台、免震建物を視察し、長周期

地震動の講演を聴き、ホテルに戻ってからは委員会

活動の今後の進め方について議論するなど、豊富な

内容の視察会となり、非常に有意義なものとなりま

した。

最後になりましたが、お忙しい中、ご講演いただ

きました岩田教授、ご案内いただきました松島准教

授に厚く御礼申し上げます。

参考文献

[1] 地震断層観察館パンフレット

[2] 奥村記念館パンフレット

写真3 岩田教授による講演風景

体験装置免震の模型

写真4 奥村記念館

（外国人の観光客が体験装置を体験しています）
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講習会報告

1 はじめに
JSSIとCERA建築構造設計の共催で、地方への普

及を目的として免震セミナーを開催しております。

昨年は東京都内を中心として来ましたが、地方への

普及を優先し、四国松山と山梨で追加開催しました。

本報告は、「第15回免震セミナーin松山」と「第16

回免震セミナーin山梨」について報告いたします。

2 第15回免震セミナーin松山の報告
1）日時・会場

日時：2009年8月24日（月）10：00～16：50

会場：松山市民会館　第2会議室

会場とした“松山市民会館”は、小高い山頂に

ある松山城の外堀に囲まれた城内にあり、美術館

やNHK放送センターなどと接した文化施設となっ

ています。今回も開催エリアを中心に、四国全域

の建築設計事務所に案内を出しましたが、3名の参

加でした。四国では、免震建築も少なく、地元の

建築設計事務所による設計はさらに稀なケースの

ようです。

2）セミナー概要

プログラムはほぼ前回（第14回）と同じで、午前中

は、原理・歴史・部材性能などの基本的な話を、午

後から告示による計算と時刻歴応答計算方法につい

て解説をしました。テキストは、免震建築を計画す

る上でポイントとなる点を私の経験を交えてまとめ

たもので、第1話から第14話に分けて設計の準備事

項から例題建物を用いた計算、および計算書のまと

め方まで実践の設計に沿ったものにしています。

今回は前回テキストにRC丸柱の理論を用いたア

ンカーボルトの設計法を追加した「免震構造設計

ノートVer.1.6.1」を準備しました。

また、これまでは、免震建築のメリットを中心

とした話をしましたが、E-ディフェンスの実験ビ

デオも紹介し、実建物規模の長周期地震による応

答も見て頂き、計画地での想定地震の調査や建物

の用途など、免震建築の計画で注意すべき点を説

明しました。さらに、協賛会社として昭和電線デ

イバイステクノロジー㈱による積層ゴムなど免震

部材の技術紹介をして頂きました。写真1に会場の

様子を示します。

3）松山市内で見つけた免震建築

松山駅から会場に向う途中、愛媛新聞社の建物

に出会います。建物は、写真2に示すようにガラス

張りのファサードで軽快な近代建築です。

建築的興味から引き寄せられ、よく見てみますと

免震建築でした。写真3には、1階の入り口外壁に書

かれた「免震建築の表示」を示しています。会場近

くに免震建築があることは稀で、聴講者の方々と昼

休みに免震建築見学を提案し、再度、愛媛新聞社を

訪ねました。1階2階が見学スペースになっており、

休憩スペースで記念写真を撮っています（写真4）。

免震セミナーin松山、山梨
CERA建築構造設計

世良　信次

写真1 会場の様子

写真2 愛媛新聞社の建物外観
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2）セミナー概要

プログラムは前回（第15回）とは異なり、告示

計算法による免震層の設計演習を中心としました。

ただ、初めて免震建築に接する方もおられるた

め、午前中は、原理・歴史・部材性能などの基本

的な話と超簡易設計法と称した計算原理の話を行

っています。午後から共同住宅を事例としたRC7階

建物の構造データを用いて免震層の設計にチャレ

ンジしてもらいました。限られた時間のため演習

用のテキストを準備し、空白を埋めて回答を求め

ていく作業としました。想定以上に時間を要しま

したが、最後までたどり着き、設計限界変位、応

答変位や建物に発生する地震力を算定することが

出来ました。

最後に、私の方で設計された免震層の性能を用

いて時刻歴応答計算を行なってみました。結果は、

免震効果が明らかに見られるものとなりました。

非免震の応答結果と比較して紹介しますと、聴講

者の方々も説明以上に納得されたようでした。

今回も協賛会社の方々にセミナーの内容を補足

する意味で以下の内容で各社の免震技術を紹介し

て頂きました。

①昭和電線デイバイステクノロジー㈱（福田氏、山

添氏）

：積層ゴムの製造方法と性能試験について

②ユニオンシステム㈱（森氏）

：告示計算による計算プログラムの実演

③㈱免震テクノサービス（古畑氏）

：維持管理の現状と重要性について

3 第16回免震セミナーin山梨の報告
1）日時・会場

日時：2009年11月21日（土）10：00～16：50

会場：ぴゅあ総合（山梨県立男女共同参画推進セ

ンター）会議室

会場とした“ぴゅあ総合”は、甲府市内のJR善

通寺駅の近くで住宅街の中にあります。当日も多

くのサークル活動で利用されていました。多くの

地域住民に利用されている施設のようです。

今回も開催エリアを中心に、山梨県全域の建築

設計事務所に案内を出し、10名が参加して頂きま

した。山梨では、免震建築として総合病院や県庁

舎などがありますが、地元の建築設計事務所によ

る設計物件は少ないようです。写真5に会場の様子

を示します。

写真3 免震建物の表示 写真5 山梨会場の様子

写真4 愛媛新聞社の見学
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5 おわりに
前回でこの報告を終了したのですが、大阪での

聴講者から「免震設計を初めて経験しまし

た・・・」というお礼のメールを頂きました。こ

の方は、名古屋の設計事務所の方でしたが、わざ

わざ大阪でのセミナーを聞いて頂いたようです。

地方の方は同じ情報を得るためにも、数倍の労力

を要するようです。これを機に、もう少し地方の

セミナーを続けようと思い再開しました。今回も

聴講者の3人から以下の感想メールを頂きました。

A：「先日は、山梨まで足を運んで頂き、有難うご

ざいました。なにぶん、耳にはするものの、免

震に対しての知識が乏しく、また、身近に経験

者もいないため、今回の参加者の多くは、参考

にも刺激にもなりました。・・・」

B：「講習会有難うございました。例題の数字を追

いながらの演習が良かったです。・・・」

C：「先日の免震セミナーでは大変お世話になり有

難うございました。非常に分かりやすい説明で、

免震についての理解が深まりました。・・・」

どなたも、実施設計にはなかなか辿り着かない

のが現実ですが、このような刺激が前向きに作用

することを信じたいと思います。

謝辞

今回もJSSIの事務局、協賛会社の方々には、ご協

力頂き深く感謝申し上げます。また、毎回、報告

として紙面を割いて頂き誠に恐縮です。

4 免震セミナー紀行
地方で免震建築を見つけると、“ほっと”した気

分になります。自分が設計や関与した物件にはな

かなか遭遇しませんが、免震セミナーの意義が肯

定されたようで安心します。松山では聴講者と見

学もでき、充実した内容になったと感じています。

山梨でも免震レトロの県庁舎の見学ができればよ

かったのですが、演習のスケジュールにややむり

があったようです。次回は、免震建築の見学がで

きるようにしたいと考えています。

松山では、セミナーのあと道後温泉で汗を流し

て帰ることとしました。写真6に示す道後温泉本館

は1890年から改築が行なわれて、現在の本館にな

っています。

小説『坊っちゃん』の中で、8銭の入浴料で「湯

に入れば頭まで石鹸で洗って」もらうことができ、

3階に上れば「茶を飲み、菓子を食う」ことができ

とありますが、今もその様子は変わらぬようでした。

1994年に国の重要文化財の指定を受けています。現

在は、基礎部分の大規模修復が必要となっているの

ですが、営業上、工事にかかれていないようです。

このような歴史的建築物を免震建築に改修できれ

ば、どんなにいいかなと願うところです。

写真6 道後温泉本館
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59日本免震構造協会性能評価（評定）完了報告

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、
性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了し、申請

者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超える
超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分）原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸 （東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 山　峯夫 （福岡大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 曽田五月也 （早稲田大学）
委員 大川　出 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

適用範囲

材料性能評価

性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

東京ファブリック工業㈱式
高面圧低摩擦弾性すべり支承

HML-C型

申請者

東京ファブリック工業
東京ファブリック化工

09006
(H21.10.7)

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

東京ファブリック工業㈱式
高面圧低摩擦弾性すべり支承

HML-N型

東京ファブリック工業
東京ファブリック化工

09007
(H21.10.7)

JSSI-材評-
（完了年月日）
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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委 員 会 の 動 き

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、10/20、11/17、

12/15に開催した。会員動向、収

支状況を確認したほか、会の今

後の事業展開について、普及、

技術、教育の観点からやるべき

ことを引き続き議論している。

法人化等対応委員会の進捗動向、

表彰委員会の普及賞対応につい

て打ち合わせを進めている。

技術委員会
委員長　和田　章

戸建住宅への免震構造の適用

が5000棟を越え、日本橋の日本

銀行から三越デパート、東京駅、

三菱一号館、国土交通省、外務

省、経済産業省などの霞ヶ関の

多くの官庁建物までに免震構造

が活用され、免震建築への理解

度は高まり、ますます期待も高

まっている。原子力発電所への

免震構造の利用に関する研究も

本格化してきた。積層ゴムの力

学的性質の見直しから設計法の

見直しも行なわれている。昨年

には兵庫県三木市のE-Defenseに

おいて、免震病院を対象に大掛

かりな実験が行なわれ、日常の

病院活動のために容易に稼働で

きるベットや医療器具が病院の

なかには多く、加速度は小さく

ても長い時間ゆっくり揺れる免

震病院の場合、これらが大きく

動き出すことをはっきりさせた。

簡単なロックによってこの動き

は防げるが、免震建築なら地震

のことは忘れてよいなどの行き

過ぎた宣伝は間違いであること

をはっきりさせた。免震構造が

多様に利用されるに従い、研究

も多方面から行なわれなくては

ならない。各部会・小委員会か

らの最近の活動報告を示す。

免震設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　藤森　智

「免震装置の接合部・取り付け

躯体の設計指針」の今後の改訂

に向けての作業を行っている。

具体的には本指針の準拠図書で

ある各種合成構造設計指針の改

訂内容の把握と追加設計例の作

成、及び設計基準WGで作成を進

めているマニュアルに掲載する

設計例の内容調整である。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

入力地震動小委員会では、国

交省の平成21年度建築基準整備

促進補助金事業に対応すべく3つ

のWGを設置し、工学的基盤の傾

斜や表層構造の調査手法に関す

るいくつかの検討を担当してい

る。委員会本来の課題に関して

は、濃尾地震の水鳥断層の視察

と併せて京大防災研究所を訪問

し、長周期問題に関わる研究テ

ーマについて意見交換を実施し

た。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

免震建物における粘性系ダン

パー投入量に関して、種々の検

討結果から簡易設計法の方向性

を決め、具体的な作業に取り組

み始めた。また、関連して既存

免震建物に設置されている粘性

系ダンパー導入量の実態調査の

統計分析も行っている。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

免震デバイスの評価に用い

る 外力（風速）条件、各風速に対

するD値の試算例、小振幅の挙動

を反映した鉛ダンパーの復元力

モデル、免震部材の実験報告等

について検討するとともに、耐

風設計指針の取り纏めに向けて、

骨子案を検討した。

施工部会
委員長　原田　直哉

JSSI免震構造施工標準2009を刊

行し、年度内は活動休止中。来

期は、多様化する免震構造施工

の現状等情報収集から、再スタ

ートしたい。

免震部材部会
委員長 山 峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長 山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

「免震部材と免震設計入門（仮題）」

の年度内の脱稿に向けて、最終

の調整を行っている。2010年内

の刊行を目指している。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

アイソレータ小委員会と連携

を取りながら進めることとなっ

た「免震部材部材と免震設計」

に関するダンパーの原稿作成及

びオイルダンパーの耐火性能に

ついて継続審議している。また、

「12免震建築物の基準の整備に資

する検討」に関連する各ダンパ

ーのエネルギー吸収性能評価に

ついても検討を開始した。

●水平二方向加力時の免震部材

の特性と検証法WG

主査 山　峯夫
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本WGでは引き続き、高減衰積

層ゴムの2方向加力時の特性につ

いての検討を継続している。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

制振部材の特性を共通評価す

るにあたり、鋼材ダンパーおよ

び摩擦ダンパーにも適用範囲を

拡大する目的で、一定の条件を

設定して資料を作成した。また、

制振ダンパーにブレースを直列

連結した場合の制振効果に及ぼ

す影響をパラメトリックに検討

した。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

耐火設計ガイドブックはWGで

査読中。滑り系装置の耐火構造認

定条件の設定は具体的な試験計画

を検討中。オイルダンパーの耐火

性能については要点を整理し、再

度、国士舘大学岸本教授への第2

回目のヒアリングを計画。

「設計基準」作成WG
主査　北村　佳久

「時刻歴応答解析による免震建

築物の設計基準・同マニュアル及

び設計例」の改訂作業をほぼ終了

し、最終的なチェックを行ってい

る。近日中に改定版を発行予定。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

2009年度は各部会とも記念行

事への参加、協力が多かったが、

免震構造の更なる普及に向けた

次年度の計画を検討する普及委

員会運営幹事会の準備をしてい

る。各部会での活動が集約され

た形でより成果の上がるように

進める予定である。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

記念事業が終了し、来年度は

例年行っている「免震フォーラ

ム」を開催する予定であり、テ

ーマ出しを開始した。成熟期に

ある免震構造の現状を鑑み、議

論すべき課題は何かについて内

容を検討していく。

また、下記2つの講習会を行う

予定で準備を進めている。

・ 1月28日 改訂「免震建物の建

築・設備標準」解説講習会

・ 3月予定 改訂「時刻歴応答解

析による免震建築物の設計基

準・同マニュアル及び設計

例」、新刊 「免震部材の接合

部・取付け躯体の設計指針」

解説講習会

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、10月28

日(水)に開催されました。11月25

日(水)発行予定の会誌66号の進行

状況、次の67号の内容及び執筆依

頼について検討しました。

創立15周年記念事業では、11月

27日（金）に第四回記念見学講演

会が三菱一号館で開催された。今

後は、5月に創立15周年記念事業

特集号を発行する予定である。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

11月22日に第20回委員会を開

催。「免震を普及させる」ための

テーマと、進める上での個別テ

ーマについて継続的に討議を行

った。

新たな企画として「免震構造

を採用する先端企業訪問」をス

タートし、第1回目としてとして、

12月17日にナイス株式会社を訪

問した。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

国際委員会では、2009年9月に

開催した15周年記念国際シンポ

ジウムの発表論文等を整理し、

一部をホームページで公開する

準備を進めている。

また、11月17日から20日まで

中国・広州において開催された

第11回世界免制震会議（11 t h

WCSI）に国際委員会から馮委員

と濱口委員が参加した。なお、

会議において国際制震協会

（ASSISi）の理事に免震構造協会

が当選し、代表者を国際委員長

の斉藤が務めることになった。

また、12月9日から11日まで米

国サンフランシスコで開催され

た既存建築物の耐震改修に関す

る国際会議に可児委員と勝田委

員が参加した。

今後は、委員会として免震構

造の海外比較など研究的な活動

を進める予定である。

表彰委員会
委員長 河村　壮一

第11回（2010年）表彰委員会の

第一回会合が2009年12月25日に

開かれた。

委員は、河村壮一（委員長、大

成建設、留任）、江本正和（松田

平田設計、留任）、木林長仁（竹

中工務店、留任）、小泉雅生（首

都大学東京、留任）、小堀徹（日

建設計、留任）、中埜良昭（東京

大学、留任）、古橋剛（日本大学、

新任）、増田剛（日経BP社、新任）

の計8名である。

このたびの第11回日本免震構

造協会賞には、技術賞に7件、作

品賞に7件の応募があった。功労
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賞への応募は無かった。技術賞

への応募が例年より多かったこ

とが特徴である。

第一回委員会では、審査対象の

選定、審査方法およびヒアリン

グ・現地審査日程等につき審議し

た。その結果、技術賞のヒアリン

グを3月2日に、作品賞の現地審査

を1月26日から3月18日にかけて行

い、3月23日予定の第二回委員会

で決定することとした。

さらに今年度は「普及賞」を

協会創立15周年記念事業の一環

として設け、来年度以降表彰規

程に含めることを決定した。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会は、当協会が認

定する「免震部建築施工管理技

術者」および「免震建物点検技

術者」の資格に関わる講習・試

験の実施及びその合否判定に関

わる事業を担当している。そこ

で、当該四半期には、2回の当委

員会運営幹事会を開催するとと

もに、下記3件の講習・試験およ

び更新講習会を実施し、併せて、

2010年1月23日（土）に予定されて

いる「第8回免震建物点検技術者

講習・試験」（砂防会館）の諸準

備を行った。「講習・試験」受験

者数および更新講習会参加者数

の実績は、建築界におけるこれ

ら資格への高いニーズが継続し

ていることを示唆するものと思

われる。

10月4日（日）

第10回免震部建築施工管理技術

者講習・試験（都市センターホテ

ル）受験者233名、合格者194名

11月8日（日）

第5回免震部建築施工管理技術者/

更新講習会（砂防会館）

更新者172名（更新率73％）

11月29日（日）

第3回免震建物点検技術者/更新講

習会（建築家会館）

更新者67名（更新率63％）

新法人準備委員会
委員長 池永　雅良

2009年12月にスタートした新

しい委員会「新法人準備委員会」

の活動を報告します。委員は7名

で協会からの2名を加えて活動し

ます。委員会では国の公益法人

制度の改革が2008年12月に実施

されたことに伴い、新しい協会

のあり方について提言をまとめ

ます。第一回の委員会を12月22

日に開催し、運営委員会で検討

されてきた内容や、行政庁の意

向について議論しました。検討

すべき課題は多くありますが、

遅くとも1年半後には方針を決定

する必要があり鋭意活動してい

く予定です。
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日付 委員会名 開催場所 人数

10.1 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG 建築家会館3F大会議室 7
10.1 建築計画委員会 事務局 3
10.2 技術委員会/耐風設計部会 〃 6
10.5 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG 〃 15
10.5 国際委員会 建築家会館3F小会議室 7
10.5 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 事務局 15
10.6 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 9
10.7 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 日本青年館ホテル 会議室 7
10.7 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG 事務局 8
10.13 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 建築家会館3F小会議室 5
10.14 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館1F大ホール 8
10.14 資格制度委員会/施工管理技術者更新部会 事務局 5
10.15 技術委員会/防耐火部会 〃 12
10.20 運営委員会 〃 12
10.20 資格制度委員会/施工管理技術者審査部会 〃 5
10.21 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG ㈱三菱地所設計会議室 8
10.21 資格制度委員会/運営幹事会 事務局 8
10.22 技術委員会/「設計基準」作成WG 〃 4
10.27 技術委員会/防耐火部会/耐火試験WG 〃 8
10.28 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」66号編集ＷＧ 〃 3
10.28 普及委員会/出版部会 〃 12

10.29
 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/

 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG 
〃 15

10.29 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 9
10.30 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 10
11.4 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 10
11.4 技術委員会/耐風設計部会 〃 6
11.4 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会/WG2 建築家会館3F小会議室 3
11.4 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館1F大ホール 14
11.5 資格制度委員会/点検技術者更新部会 建築家会館3F小会議室 6
11.5 普及委員会/教育普及部会 事務局 7
11.5 建築計画委員会 建築家会館3F性能評価会議室 5
11.11 普及委員会/社会環境部会 事務局 7
11.12 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 4
11.17 運営委員会 〃 14
11.18 技術委員会/防耐火部会 〃 13
11.18 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG 〃 7
11.19 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG 〃 11
11.20 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 7
11.24 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 7
11.25 技術委員会/防耐火部会/耐火試験WG 〃 6
11.25 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG 〃 13
12.2 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 9
12.3 国際委員会 〃 8
12.14 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 9
12.15 技術委員会/防耐火部会 建築家会館3F大会議室 11
12.15 運営委員会 事務局 13
12.15 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館1F大ホール 14
12.15 技術委員会/耐風設計部会 建築家会館3F小会議室 4
12.15 資格制度委員会/点検技術者審査部会 〃 3
12.16 資格制度委員会/運営幹事会 事務局 8
12.17 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 4

12.18
 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/

 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG 
〃 18

12.18 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 建築家会館3F大会議室 6
12.22 新法人準備委員会 事務局 8
12.25 表彰委員会 建築家会館3F大会議室 7

委員会活動報告（2009.10.1～2009.12.31）
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会員動向

会員種別 会員名

氏　名

業種または所属

所　属

入　会

会員種別

退　会

　賛助会員 DAMPTECH （デンマーク） メーカー/免震材料（ダンパー）

会員数 名誉会員 1名

 第1種正会員 98社

 第2種正会員 169名

 賛助会員 70社

 特別会員 6団体

賛助会員

　　〃

　　〃

第2種正会員

電力事業

電力事業

電力事業

東京大学大学院
工学系研究科建築学専攻・教授

東京電力㈱

中部電力㈱

日本原燃㈱

高田　毅士
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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インフォメーション

平成12年に発足させた、当協会の資格認定制度「免震部建築施工管理技術者」の登録有効期限は5年間で

す。資格を更新するためには、講習会を受講する、または免震工事概要報告書を提出する、二つの方法があ

ります。本年度の更新対象者は、平成16年度に登録された224名です。前者の更新講習会は、平成21年11月8

日（日）に、砂防会館（東京）にて実施し、154名の方が受講されました。

当日のプログラムは、下記の通りです。基調講演を、久米設計の福田昭一氏にしていただきました。免震

病院建築のパイオニアで、講演のタイトル通り病院に於ける免震構造の必要性を強く感じました。

また、後者の免震工事概要報告書提出での更新者は、18名でした。

平成21年度免震部建築施工管理技術者更新報告
資格制度委員会
委員長 長橋　純男

写真1 基調講演／福田講師 写真2 受講の様子

時間割 時間

13:00～13:05

13:05～13:15

13:15～14:05

14:05～14:15

14:15～14:40

14:40～15:05

15:05～15:35

5分

10分

50分

10分

25分

25分

30分

注意事項等説明

主催者挨拶

基調講演

「医療施設に於ける　

　免震構造の必要性」

休憩

免震情報の紹介

免震施工事例の紹介

JSSI 免震構造施工標準2009

資格制度委員会委員長　長橋 純男

（株）久米設計　専務執行役員

福田 昭一 氏

（株）構建設計研究所　中川 理 氏

大成建設（株）　杉崎 良一 氏

（株）アルテス　原田 直哉 氏

講   師内   容
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I n f o r m a t i o n

免震建物点検技術者の登録有効期間は5年間で、今回3度目の更新を迎えました。資格制度委員会/点検技術

者/更新部会が中心となり、準備を進めてきました。

更新方法は、「会場で講習を受講する」参加学習型と、「免震点検報告書を提出する」実務経験型がありま

す。どちらかを選択することができます。

前者の更新講習会は、平成21年11月29日（日）に、東京の建築家会館本館1階大ホールにて行い、57名の方が

受講されました。講演は、身近な内容で、受講者の方も熱心に受講されていました。

プログラムは下記の通りです。

後者の免震点検報告書提出者は12名で、更新部会にて書類審査を行い、全員を「更新可」と判定いたしま

した。前者の学習参加型による更新手続者57名を含めて、更新率は約70％でした。

平成21年度免震建物点検技術者更新報告
資格制度委員会
委員長 長橋　純男

写真1 日産自動車大島氏 写真2 受講者の様子

時間割

13:05～13:10

（5分）  

13:10～13:55

（45分）  

13:55～14:05

（10分）  

14:05～14:30

（25分）  

14:30～14:45

（15分）  

14:45～15:35

（50分）  

主催者挨拶

基調講演

「維持管理学：他分野における現状」

休　　憩

講　　演

「免震建物の維持管理の現状」

講　　演

「免震建物の点検時の安全作業」

講　　習

「最近の免震事情」

資格制度委員会

　委員長  長橋  純男

日産自動車（株）

　　　大島  恵  氏

（株）ブリヂストンＩＢＫ

　　　中塚  實  氏

（株）免震テクノサービス

　　　古畑  雄策  氏

清水建設（株）　林  章二  　氏

（株）熊谷組　　沢田  研自  氏 

講   師内   容
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3/16 通信理事会

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

2 

9 

16 
23/30

3 

10 

17 
24/31

4 

11 

18 

25

5月

5/中旬 平成21年度収支計算書等の監事監査（協会会議室）

5/中旬 理事会（協会会議室）

5/中旬 記者懇談会（協会会議室）

5/25 会誌「menshin」No.68発行

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24 

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

3月

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

4月

1/16 通信理事会

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

6月
6/3 平成22年度通常総会、理事会、協会賞表彰式、懇親会

（東京：明治記念館）

6/3 平成22年日本免震構造協会協会賞募集

は、行事予定日など行事予定表（2009年12月～2010年2月）

※6/17 協会設立記念日
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I n f o r m a t i o n

早川邦夫氏（奧村組技術研究所）を偲ぶ
㈱鴻池組　 中山　光男

追悼文を書くことは、やはり辛いものです。
人は誰でも限りある命であると頭で理解しなが
ら、いざ身近な人が亡くなることには、大きな心
の痛みを感じます。特に早川邦夫さんの死は余り
にも急で、道半ばの感があり、残念であると同時
に信じられない気持ちでした。昨年9月、広島で開
催された日本建築学会大会「免震展示会」での彼
の姿が最後になりました。
免震構造協会での活動は、2002年より「教育普
及部会」委員長を、私から早川さんにバトンタッ
チしました。「教育普及部会」は、免震の普及活動
の実働部隊であり、免震フォーラム・講習会・見
学会など、免震の普及に貢献されました。
この委員会では、一般市民向けの普及・啓蒙と
専門家向けの教育・普及の二つが大きな課題でし
た。そのテーマや方法などをめぐってよく彼と議
論したものでした。その結果、イブニングセミナ
ーという講座が開かれることになり3年ほど続けま
した。また、専門技術者向けの講座はその頃始ま
ったものが今も続いています。このほか、日本建
築学会の大会で「免震展示会」をやろうという彼
の提案で福岡大学を皮切りに毎年開催しています。
奧村組では長年、技術開発・研究の中枢として
活躍されました。特に「免震の奥村組」として世
間にPRできたのは、彼の功績が大きかったと思い
ます。その他、外殻PC柱、高強度コンクリート柱
爆裂防止、超高層建物連層耐震壁や耐震壁補強な
ど数多くの構・工法を、先見の明を持って旺盛に
取り組んでいました。技術研究所長になった昨年6
月には、「韓国免震協会」の訪日団が奥村組技術研
究所を訪問し、その時は彼が自ら案内をして、「灯
台の免震化」に感激したことが思いだされます。
これからの活躍が、大いに期待されていたときだ
けに非常に残念でなりません。
彼は、酒とゴルフ（勿論家族が第一ですが）をこよ
なく愛し、責任感が強く、議論好きの万年青年だっ
たと思います。また、礼子夫人からこのようなお話
も伺いました。「どこへ行っても建物の中より柱や
梁等ばかり見ていたこと、最近では国立新美術館へ
行った折、入口の床下まで覗き込み、警備の方に不
審そうな目で見られたことも懐かしく思い出されま
す。」
建築にいつも心を向けていた彼の思い出は尽き
ません。
ここにあらためて彼の功績を讃えるとともに、
彼の意志を引継ぎ免震技術の継承・発展させてい
くことが、我々の努めだと思います。
ここに謹んでご冥福をお祈りいたします。

写真2 2000年10月6日 技術報告会

（写真：山口昭一元会長提供）

写真1 早川郁夫氏

写真3 2003年1月20日 記念フォーラム

（写真：山口昭一元会長提供）
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〒103-0028 東京都中央区八重洲1-6-6 八重洲センタービル9階　TEL.03-5202-6865 FAX.03-5202-6848
e-mail menshin@group.bridgestone.co.jp

お問合わせ先

ホームページアドレス URL：http://www2.bridgestone-dp.jp/construction/antiseismic_rubber/

建設資材販売促進部　免震販売促進課

水平せん断試験風景

・免震部材を配置し応答計算を実行するソフト。
・告示計算と時刻歴解析の両手法での検討が可能。

・多様な模擬地震波を装備。
・ホームページより無償ダウンロード。

ブリヂストンの設計支援サービス

マルチラバーベアリングは、ゴムと鋼板でできたシンプルな構造。上下方向に硬く、水平
方向に柔らかい性能を持ち、地震時の揺れをソフトに吸収し、大切な人命を守ります。

ブリヂストン免震ゴム

免震部材配置計画支援プログラム

・最適積層ゴムサイズ
・解析結果

告示計算
GA　最適化

照査
N

Y

製品DB

確認

時刻歴応答解析

・柱座標
・軸力（長期／短期）
・積層ゴムタイプ

積層ゴムサイズ
の選定・配置

START

END 時刻歴解析による精査

上部構造物の
モデル入力

免震層の
荷重履歴曲線

NEW
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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105編集後記

震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

価格（税込） ： 会員［特別価格］ ￥5,500
発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Frances社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

昨今、スポーツ界では朝青龍が暴力事件で引退
し、政界では小沢幹事長が政治資金規正法違反で
は不起訴となり続投し、経済界では車のリコール
問題が発生するなど何かとざわついていますが、
民主党政権になってはや半年「コンクリートから
人へ」と公共事業が減少していきますが、会長の
新年のご挨拶にありますように、免震構造が人に
優しく地震に対して安全であることを強調して普
及、発展する事を望みます。
今号の免震建築紹介及び訪問記では増築工事で
隣棟とエキスパンションで結ばれる建物を免震で

建設（一棟は免震レトロ）される記事が掲載されてお
りますが、これこそ施主の免震への理解の賜物で
あり嬉しく思いました。
また、技術委員会報告等で免震ゴムやダンパー

の実験結果が詳細に説明されており、会員各位が
参考にして設計に生かして頂きたいと思います。
免震建築訪問で車窓から磐梯山裾野の紅葉を愛

でることができ（うらやましい）、居ながら免震施工
された「会津中央病院」に訪問取材した今回の編
集WGは、加藤（巨）、小山、齋藤、竹内、千馬さん
の5名の方々でした。御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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非会員価格
会員価格

発行年月内　　　　容タイトル

第5回技術報告会梗概集 技術委員会（免震設計・応答制御・免震部材・施工・防耐火部会等）の
2006年～2008年の活動報告書 【A4版・174頁】

￥2,000

￥2,500
2009年4月

免震部材の接合部・取付け
躯体の設計指針

免震部材の接合部や取付け躯体の設計をする際のガイドライン
【A4版・48頁】

￥1,000

￥1,500
2009年7月

タイトル 内　　　　容 発行年月
会員価格
非会員価格

会誌「MENSHIN」
免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の性能、
免震関連技術等

【A4版・約90頁】

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2009－

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの（CD-ROM付き）

【A4版・760頁】

￥3,500

￥4,000

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2007－

免震層・免震部材を中心とした通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のための点検
要領などを定めた協会の基準
（ユーザーズマニュアル付） 【A4版・19頁】

￥500

￥1,000

設計・施工に役立つ問題事例
と推奨事例ー点検業務から
見た免震建物ー

免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計
画、免震部材、維持管理について解説。 【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データを
集積し調査結果をまとめたもの

【A4版・46頁】
￥1,500

年4回発行
2月､5月､
8月､11月

2009年11月

2007年8月

2007年8月

社会環境部会活動報告書
（免震建物と地震リスク、環境問
題、地震防災）

最近の免震構造を巡るトピックスとして、免震建物と地震リスク、環境問題、地震防災に
おける免震建物の有効性の3テーマを取り上げた活動報告書。

【A4版・101頁】

¥2,000

¥2,500
2007年12月

2003年8月

パッシブ制振構造設計・
施工マニュアル
≪第2版　第2刷≫－2005－

わが国で唯一のパッシブ制振構造専門の設計・施工マニュアル　摩擦ダンパーも加わり第
1版をさらに分かり易く改訂

【A4版・515頁】
￥5,0002007年7月

免震部材JSSI規格
－2000－

免震部材に関する協会規格　アイソレータ及びダンパーに関する規格集
【A4版・130頁】

￥1,500

￥3,000
2000年6月

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・175頁】

￥2,000

￥2,500
2005年11月

免震建築物のための
設計用入力地震動
作成ガイドライン

主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとす
る際の指標となるもの

【A4版・100頁】

￥1,000

￥1,500
2005年11月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

【A4版・225頁】

￥2,000

￥2,500
2005年11月

免震建物の建築・設備標準
－2009－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
【A4版・87頁】

￥1,000

￥1,500
2009年12月

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット 【A4版・3ツ折】

100部まで無料
（100部以上
ご相談）

2005年8月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【日本語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD 約9分】

￥2,000
￥2,500

※Academy
￥1,500

2005年8月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

【ナレーション・字幕/英語】
免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの

【DVD 約9分】

￥1,500
￥2,000

※Academy
￥1,000

2006年11月
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地震から建物を守る免震
【和文、英文版】

考え方・進め方免震建築

免震構造施工標準
－2009－

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説

【日本建築センター】

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震
住宅） 【日本建築センター】

耐震改修ガイドライン
【日本建築防災協会】

RESPONSE CONTROL AND
SEISMIC ISOLATION OF
BUILDINGS 【Taylor＆Franis】

免震建築の普及のため一般向けに免震構造を説明したカラーパンフレット
【A5版・6頁】 2009年9月

50部まで無料
（50部以上
1部￥100）

¥2,600

¥2,940

¥2,100

¥2,500

¥3,500

¥4,000

¥3,550

¥4,100

¥3,800

¥4,500

¥5,500

非売

2005年5月

2009年8月

2001年5月*1

2006年2月*1

2006年6月*2

2006年12月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Q＆A方式で、免震建築全般にわたり、免震の基本から計画・設計・施工・維持管理など
幅広く解説 【A5版・200頁】

免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの
【A4版・110頁】

「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示
第2009号））」に関する解説書

【A4版・216頁】

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

既存の主としてRC造建築の免震構法・制震構法を用いて耐震改修する際の手引書
【A4版・129頁】

各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹介、免震建物の地震応答観測結果、装置の
紹介、各国の設計例データシートなどが示されている。（英語版）

【B5版・397頁】

*1 協会の販売は2006年5月～　　　*2 協会の販売は2006年10月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
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